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第 1章 序論 
1.1 本研究の背景および目的 




った．道路橋においては，車両の大型化や交通量の増加により 1996 年に設計自動車荷重が 200 kN か

















































重）が 1000 kN 程度の外ケーブルを想定し，ブラケットの寸法は，補強事例 1.9) を参考に橋軸方向長さ
1000～1500 mm，橋軸直角方向高さ 500 mm，鉛直方向幅 600 mm程度を想定することとした（図 1-3）．
また，既設桁のかぶりは，道路橋示方書の最小かぶりが昭和 53年制定以降，現在まで，塩害地域を除
き 35 mmであるため，施工のばらつきを考慮して 25～50 mm程度を想定する．なお，昭和 52年以前
の最小かぶりは 20 mmであり 1.10) ，また，旧建設省制定「土木構造標準設計」では，ポストテンショ
ン方式 PC単純 T 桁橋のかぶりは，昭和 44年制定では 25 mm，昭和 55 年制定以降では 35 mmとされ
ている 1.11)． 































 本論文は図 1-4に示すとおり，9章で構成される． 
 
 第 1章「序論」では，本研究の背景および目的と本論文の構成を示す． 
 











 第 4 章「接着剤を適用したコンクリート接合部の強度に関する研究」では，接着剤を適用したコン
クリート接合部の 4 点載荷による曲げ載荷試験を実施し，接合部の基礎的な強度および破壊性状を得
た．また，3点載荷による破壊エネルギー試験を併せて実施し，接着剤の種類の違いが与える影響をよ
り詳細に把握し，第 6 章での非線形 FEM 解析の基礎データとすることとした． 
 
 第 5章「炭素繊維シート埋込み定着部の強度に関する研究」では，CFRP 埋込み定着部の剥離破壊試
験ならびに付着強度に起因する引抜き破壊試験を実施し，基礎的な定着部強度および破壊性状につい
て検討した．また，埋込み定着部からの CFRP の抜出し変位について整理し，第 6 章での非線形 FEM
解析の基礎データとすることとした． 
 
 第 6 章「接着剤および炭素繊維を適用した外ケーブル定着ブラケット構造に関する研究」では，接
着剤およびCFRPを適用したブラケット構造の 1/2スケールおよび実物大の試験体による載荷試験を実
施し，提案する構造の耐荷性能，破壊性状，ならびに破壊メカニズムを検証した．さらに，接着剤お
図 1-4 本論文の構成 
第 2章 既往の研究 
関連研究の整理と本研究の課題のまとめ 
第 3章 接着剤を適用しないブラケット構造の 
基礎的挙動に関する研究 
第 4章 接着剤を適用した 
コンクリート接合部の強度に関する研究 
第 5章 炭素繊維シート埋込み定着部の 
強度に関する研究 
第 6章 接着剤および炭素繊維を適用した 
外ケーブル定着ブラケット構造に関する研究 
第 7章 外ケーブル定着ブラケット構造の 
長期耐久性に関する研究 
第 8章 外ケーブル定着ブラケット構造の 
簡易設計手法に関する検討の試み 
第 9章 結論 
本研究で得られた結論，今後の課題，シナリオデザイン 























1.1) 例えば，国土交通省：国土交通白書 2013，2013. 
1.2) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 I共通編，1996. 
1.3) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編，2012. 
1.4) プレストレストコンクリート工学会：コンクリート構造診断技術，2013. 
1.5) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 III コンクリート橋編，2012. 






1.10) 国土交通省 国土技術政策総合研究所：コンクリート橋の塩害対策資料集（第 3 回塩害調査）－
実態調査（近接目視）に基づくコンクリート橋の塩害対策の検討－，国総研資料第 711号，2012. 

























せん断伝達耐力はコンクリート標準示方書設計編 2.2) に基づいた式 (2.1)，式 (2.2) により算出する． 
 







2/''   (2.2) 
ここで， 




b ：部材係数（一般に 1.3としてよい） 
 ：個体接触に関する平均摩擦係数（= 0.45） 
f'’cd ：コンクリートの設計圧縮強度（MPa） 
b ：面形状を表す係数（0~1）で，以下の値を標準とする． 
   2/3 = ひび割れ面（普通強度のコンクリート） 
   1/2 = 打継面（処理あり）あるいは高強度コンクリートのひび割れ，プレキャスト部材 
      の継目に接着剤を用いた場合の継目 






























表 2-1 載荷試験ケース 2.3) 








































図 2-4 試験体（単位：mm）2.6) 
図 2-3 定着部の構造（単位：mm）2.4) 



























一体打ちの場合は 1.4，接合面が打継目であり ACI 規準を満足する表面処理を行う場合は 1.0，表面処
理を行わない場合は 0.6とされている．ここで，ACI 規準を満足する表面処理とは，表面に異物，レイ
タンス等がなく，表面の凹凸の低い点と高い点の差が約 6mm程度と規定されている． 




対して，ACI 規準と同様にせん断伝達耐力（shear at interface between concrete cast at different times）を
照査することが要求される．fib Model Code における摩擦係数は，接合面の表面粗さが特に粗い場合は
1.0，粗い場合は 0.7，平滑な場合は 0.6，特に平滑な場合は 0.5 とされている．ここで，表面粗さの評
価は，表面には付着を阻害する異物等がないことを前提とした上で，特に粗い場合とは凹凸の低い点
と高い点の差が平均 6mm 以上，粗い場合とは同値が 3mm 以上とされている．また，平滑な場合とは
表面処理を行わない，もしくは軽度の表面処理のことで，特に平滑な場合とは鋼製型枠を用いて打設
されたコンクリート面のことである．したがって，ACI 規準と同等の摩擦係数が設定されていると言
図 2-6 コーベルのせん断破壊面 























表 2-2 コンクリートの特性 2.21) 
表 2-3 補修後の曲げ接着強度 2.21) 


















図 2-7に水セメント比 35％，ひび割れ幅 3mmとした試験体の補修後の荷重－鉛直変位関係の測定例を
示す．ここで，コンクリートの記号は水セメント比を，Ee はエポキシ樹脂の引張弾性係数を，h はひ
び割れ幅を，fb は曲げ接着強度を示している．エポキシ樹脂の引張弾性係数が大きいほど曲げ接着強










つに着目し，試験および解析により検討している．試験は橘高 図 2-8 試験体の寸法 2.22) 

























 その中で丸安 2.24) らは，硬化したコンクリート相互をエポキシ樹脂で接着した 100×100×400mmの
はりを用いて，温度および湿度が強度に与える影響を検討している．試験条件および曲げ試験結果を
表 2-4に示す．ここで，試験体は接着後，大気中で 7日間養生した後，5時間所定の条件に露出し，そ
の後常温に戻し，24 時間後に再度所定の条件に露出するという方法を 7 サイクル繰り返している．そ
の結果，70℃の乾燥炉に露出した以外は，強度の低下はほとんどなかったと報告されている． 
 Tu 2.25) らは，表 2-5 に示した 2 種類のコンクリート接着用エポキシ樹脂を使用し，エポキシ樹脂そ
図 2-10 寸法効果 2.22) 
表 2-4 露出前後の曲げ接着強度 2.24) 
 13 
のもののクリープ特性やコンクリート接合面に適用した際の吸水による強度低下に関する検討を実施
している．短期引張強度の 70％および 45％の応力を 90 日にわたり 20℃環境下で載荷した結果，エポ
キシ樹脂はクリープ破断せず，弾性係数の高い Epoxy B のクリープ変形が小さく，荷重除荷後の残留
変位も小さかったことが示されている．また，硬化したコンクリート相互をエポキシ樹脂にて接着し，
その後 135日間，20℃の水に浸せきした試験体の引張接着強度は，図 2-11に示すとおり，吸水の影響
により Epoxy Aで 50%，Epoxy B で 21%低下したことが示されている． 
 金属の接着接合物のクリープに関しては，疲労試験の結果として導入された疲労限の考え方と同様
に，それ以下の荷重では長期的に安定であるとする耐久限界（Endurance Limit，以下 EL）という考え
方がある 2.26)．ELの概念を図 2-12に，被着体を金属とした時の EL算出事例を表 2-6に示す．エポキ
シ樹脂を接着剤とした場合の初期引張せん断接着強度（LSS）に対する EL の比率は 0.4 程度であり，
コンクリート接合部にエポキシ樹脂を適用した場合の ELも同等である可能性がある．また，金属の接
着接合物に関して，エポキシ樹脂の吸水による強度低下の事例を図 2-13に，吸水分率と強度低下の事





表 2-5 使用したエポキシ樹脂の特性 2.25) 
図 2-11 浸せき前後の引張付着強度 2.25) 
図 2-12 EL の概念図 2.26) 





補強に多く用いられている材料の一つである 2.27)．現在，CFRP は以下の 2種類が多く用いられている．












図 2-15 解析結果と提案式の関係 2.28) 
(a) 平均接着応力と軸剛性 (b) 有効接着長と軸剛性 (c) 接着強度と軸剛性 
図 2-13 吸水による強度低下 2.26) 




 CFRP 補強構造の破壊形態の一つとして，コンクリートと CFRP の接着破壊をともなう剥離破壊が挙
げられる．この剥離破壊を許容した設計手法を確立すること，または，破壊メカニズムを明らかとす
ることを目的として，コンクリートと CFRP 間のせん断応力－変位関係に着目した研究が多く実施さ
れている．例えば，佐藤ら 2.28) は，異なる弾性係数の CFRP シートの接着長，積層数，および接着幅
に着目した試験結果よりせん断接着応力－相対変位－ひずみ関係を構築し，その関係に基づく数値解
析より，CFRP シートの接着強度式を提案している．図 2-15 に解析結果と提案式を示す．平均せん断
接着応力は，CFRP シートの軸剛性（図 2-15の Stiffness）が 40 GPa-mmまで直線的に増加し，それ以
降一定になること，および有効接着長はCFRPシートの軸剛性の 0.4乗に比例することを報告している．
これらの結果より，接着強度算出式を提案している．上原子ら 2.29) は，CFRP シートおよびアラミド繊
維シートを用いて，コンクリート強度，シート幅，シート長や，含浸エポキシ樹脂の弾性係数を要因
とした，せん断接着応力－相対変位のモデル化に関する検討を実施し，せん断接着応力－相対変位モ
デルに，含浸エポキシ樹脂の弾性係数が影響する可能性を示唆している．出雲 2.30) らは，CFRP 層，エ
ポキシ樹脂層およびコンクリートを各々モデル化した有限要素法による非線形解析により，載荷試験
と同じ接着破壊の進展が再現できることを報告している．吉澤ら 2.31) は，有効接着長が，CFRP の軸剛
性および剥離破壊エネルギーの影響を受けることを，試験および解析により定量的に示している．ま







定着する方法と炭素繊維をアンカー状に形成する方法（以下，CF アンカー）の 2 つがある．機械的に




ることが報告されている．CF アンカーは，図 2-17 に示すとおり，扇部と埋込み部から構成され，扇
部は CFRP に接着し，埋込み部をコンクリートに削孔定着する 2.40)．すなわち，扇部は CFRP との継手
(a) 特殊金物による CFRPの定着 




ーは，エポキシ樹脂と CFアンカー界面の付着破壊（抜出し）あるいは CF アンカーの破断のいずれか
のモードで破壊したことが報告されている．この試験では埋込み長を CF アンカー径の 10 倍以上に設
定しており，あと施工アンカーの埋込み長が短い時の破壊モードの一つであるコーン破壊は生じてい
ない．なお，CF アンカーは，前述のコンクリートと CFRP の剥離破壊強度を改善する手法として効果






















保護されていたためとされている．また，耐水性に 図 2-18 剥離接着試験装置
2.44)
 
図 2-17 CF アンカー2.40) 
(a) CFアンカーの構成 (b) CFアンカー取付け概念図 
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関して，CFRP を 70℃の温水に 30 日間浸せきさ
せた結果，吸水率は 3 日程度で 1.5％の平衡状態
に達し，30 日浸せき後の CFRP の引張強度低下
はなかったとされている． 
コンクリートと CFRP との接着強度の温度依



































































































あと施工アンカーに起因するトンネル天井板の落下事故が，日本では 2012 年 12 月に中央自動車道笹
























TRANSPORTATION RESEARCH BOARD の提言 2.58) を受け，あと施工アンカーのクリープに特化した
標準試験方法（Standard Method of Test for Evaluation of Adhesive Anchors in Concrete Under Sustained 
Loading Conditions）を規定している（以下，AASHTO 法）．AASHTO 法は，荷重レベルを短期強度の





 ACI 2.59) は，あと施工アンカーの標準試験方法の一部にクリープ試験を規定している（以下，ACI 法）．
ACI 法は，荷重レベルを短期強度の 55%に固定し，20℃および 40℃の 2 つの温度でクリープ試験を実
施するものである．最低 1000 時間以上の試験を実施し，試験結果を用いて Findleyのべき乗則（(t) = 
0 + a (t)










と施工アンカーは ACI 規準 2.13) の設計に適用することができる．なお，ACI 規準では，長期強度を短
期強度の 55%と規定することで，ACI 法との整合を図っている．また，Eligehausen ら 2.60) は，図 2-26
に示すとおり，Findley のべき乗則に基づき長期変位を推定すると，一般には安全側の結果となり，ま
た，推定に用いる試験時間が長くなるほど，長期変位の精度が向上することを示している． 











































(4) 接着剤および CFRP により補強したブラケット構造に関する載荷試験を実施し，上記の予備載荷試
験および要素試験から想定される強度および破壊メカニズムとなることを確認する．寸法効果や施
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よるポストテンション方式 PCT 桁橋の補強事例 3.1) をモデル構造として決定した．モデル構造は引張
荷重 1000kN の外ケーブルを想定した定着ブラケット構造（幅 600mm，高さ 500mm，長さ 1000mm，
外ケーブル定着高さ 200mm）とし，試験体の縮尺はモデル構造の 1/2 （幅 300mm，高さ 250mm，長
さ 500mm，外ケーブル定着高さ 100mm）とした．この縮尺における外ケーブル引張荷重は 250kN に相
当する．接合面以外での破壊を防ぐため，鉄筋量は，モデル構造の縮尺から定まる量より多くし，D13





図 3-1 試験供試体の基本構造（単位：mm） 
(a) 側面図（1-1断面） (b) 断面図（2-2断面） 
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動式多針たがねにより実施し，表面の凹凸は 2～3mm 程度とした．せん断キーは接合面が曲げモーメ
ントを受けた際の圧縮側に配置し，形状は幅 300mm，長さ 250mm，深さ 25mm とし，せん断キーの端





型（公称引張弾性係数 245 GPa）と高弾性型（公称引張弾性係数 640 GPa）を使用するケースを設け，

































C3-3 150 1 
C4-1,C4-2 
PC鋼棒23mm 2本 緊結 
100 2 




















































T2 － 100 1 
T3 
引張側 
あり 100 1 
T4 － 100 1 
*－は適用しないことを示す 
表 3-1 試験ケース 
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び曲げモーメントの影響を無視したせん断伝達耐力が 400kN となるよう調整し，180kN の圧縮力（接
合面の圧縮応力 1.2MPa）を 2本の PC鋼棒23mmで与えた． 







を配置し，ジャッキにより圧縮力を載荷した．試験体は23mm の PC 鋼棒 10 本で載荷装置に固定し，
図 3-2 CFRPの貼付け定着（単位：mm） 
(a) 側面図（1-1断面） (b) 断面図（2-2断面） 
図 3-3 CFRPの埋込み定着（単位：mm） 
(a) 側面図（1-1断面） (b) 断面図（2-2断面） 
図 3-4 載荷方法（単位：mm） 
(a) 圧縮載荷 (b) 引張載荷 
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載荷装置は反力床に固定した．引張載荷は圧縮載荷とおなじ試験装置を使用したが，鋼製ブラケット
のリブとジャッキが干渉したため，リブ間に配置したジャッキ 2 台により23mm の PC 鋼棒 2 本を引





CFRP およびエポキシ樹脂の特性値を表 3-4に，使用したエポキシ樹脂の主成分を表 3-5に示す． 
 
  
図 3-5 載荷試験状況 





































鉄筋 SD345, D13 399 573 － 

















－ 3020 714 
エポキシ
樹脂 
CFRPシート用 － 43.0 2.41 
CFRPストランド用 － － 3.84 
 








C1 53.6 3.39 38.5 
C2 54.8 3.40 39.2 
C3 58.0 3.19 40.7 
C4 49.5 2.77 37.4 
C5 55.3 2.96 38.9 
C6 45.4 3.05 35.8 
C7 53.6 3.37 38.5 
C8 56.0 2.99 40.8 
C9 53.3 2.83 38.7 
C10 53.4 2.94 37.3 
C11 53.3 2.83 37.8 
C12 56.5 3.14 38.8 
C13 53.7 3.44 38.1 
T1 43.5 2.59 － 
T2 44.6 3.26 － 
T3 43.5 2.59 － 
T4 44.6 3.26 － 
 




変位 2 点，および水平変位 4 点とした．計測器の配置を図 3-6 に示す．圧縮載荷試験では，ブラケッ







(1) CFRP 埋込み補強を除くケースの試験結果および考察（試験ケース C1-C9） 
ケース C1－C9 の試験結果の一覧を表 3-6に，載荷高さ 100mmで破壊まで載荷した代表的な試験体
の荷重－鉛直変位（接合面載荷側の目開き）曲線を図 3-7 に示す．鉛直変位は鉛直方向変位計 2 基の
平均値とし，ひび割れ発生荷重は，鉛直変位が 1～2mm まで急増し始める直前の荷重と定義した．PC
鋼棒緊結の C4においても目開きは生じたものの，荷重－鉛直変位曲線において鉛直変位の急増が確認 
図 3-6 計測器配置図（単位：mm） 
(a) 圧縮載荷 (b) 引張載荷 
種別 主成分 
CFRP シート用 






































100 253 343 2.02 
2.08 
回転破壊 
C1-2 100 256 － 2.05 260kNで載荷終了 
C1-3 150 181 181 2.17 ひび割れと同時に回転破壊 
C2 
C2-1 
無処理 なし － 
100 30 30 0.24 
0.23 
ひび割れと同時に水平ずれ破壊 
C2-2 100 28 28 0.22 ひび割れと同時に水平ずれ破壊 






100 68 68 0.54 
0.63 
ひび割れと同時に水平ずれ破壊 
C3-2 100 92 92 0.74 ひび割れと同時に水平ずれ破壊 








100 － 463 － 
－ 
水平ずれ破壊 
C4-2 100 － － － 485kNで載荷終了 
C4-3 150 － 341 － 水平ずれ破壊 
C5 
C5-1 
無処理 あり － 
100 51 － 0.41 
0.43 
200kNで載荷終了 
C5-2 100 16 － 0.13 250kNで載荷終了 






100 131 － 1.05 
0.73 
200kNで載荷終了 
C6-2 100 60 － 0.48 250kNで載荷終了 







100 54 285 0.43 
0.39 
水平ずれ破壊 
C7-2 100 61 272 0.48 回転破壊 









100 67 342 0.54 
0.63 
ベースコンクリート破壊 
C8-2 100 72 325 0.57 回転破壊 









100 98 98 0.79 
0.67 
ひび割れと同時に水平ずれ破壊 
C9-2 100 76 76 0.61 ひび割れと同時に水平ずれ破壊 
C9-3 150 50 50 0.60 ひび割れと同時に水平ずれ破壊 
表 3-6 CFRP 埋込み補強を除くケースの試験結果一覧（試験ケース C1-C9） 
図 3-7 荷重－鉛直変位曲線 








変位は，一体打ちの C1および PC鋼棒緊結の C4を除き，0.03mm程度であった（図 3-7(b)）． 
各ケースの曲げ強度平均値を比較すると，CFRP 貼付け定着補強の有無にかかわらず表面処理が同じ
ケースはほぼ同じ結果が得られ，CFRP 貼付け定着補強の効果は小さいことが確認された．チッピング
ケース全体の平均値は 0.67MPa（最大値 1.05MPa，最小値 0.48MPa），無処理ケース全体の平均値は
0.35MPa（最大値 0.75MPa，最小値 0.13MPa）で，それぞれ一体打ちの 32%，17%であり，チッピング
による表面処理は曲げ強度改善にある程度効果が期待できるが，一体打ち強度を期待することはでき
ないことがわかった．また，表 3-3 に示す材料試験結果を用いて算出したコンクリート標準示方書式
3.2) による一体打ちの曲げ強度計算値は 2.59MPaであり，試験値は計算値の 80%であった．この理由と










トが破壊した C8-1 を除き，次の 4パターンに区分することができ，破壊はすべてブラケットと既設コ
ンクリートの接合面の剥離破壊であった（図 3-8）． 
図 3-8 破壊状況 (C8-2) 































100mmの時 0.16 以上，載荷高さ 150mmの時 0.25
以上となる．よって，試験時の摩擦係数が 0.16～






ケットに外ケーブルによる引張力が作用するため， 図 3-10 ひび割れ後の作用力 (単位:mm) 
図 3-9 破壊の進行状況（動画より抜粋） 
(a) ひび割れ発生前 (C5-2) 
(b) ひび割れ発生後 (C5-2) 




④ PC 鋼棒緊結ケースの水平ずれ破壊 
PC鋼棒緊結ケースに生じた破壊で，鉛直変位の急増は確認されず水平方向にブラケットがずれた破
壊である．破壊荷重が載荷高さ 100mmの時 463kN，載荷高さ 150mmの時 341kN であり，せん断スパ
ン比による明確な差が見られた．現行の設計手法では，ずれ破壊に対して十分な安全率を確保し，せ
ん断伝達耐力算出時に曲げモーメントの影響を考慮しない設計が一般的 3.3), 3.4) であるが，載荷高さが
大きい場合等，設計条件によってはその影響を適切に考慮する必要がある可能性が示された． 
 
(2) CFRP 埋込み補強ケースの試験結果および考察（試験ケース C10－C13） 
 表面処理をチッピングとし，せん断キーを圧縮側に配置し，CFRP を埋込み定着したケース C10－C13
の試験結果の一覧を表 3-7 に示す．また，載荷高さ 100mm の試験体の荷重－鉛直変位曲線を図 3-11






























100 176 0.17 17.6 
17.1 
コーン破壊後 200kN まで載荷 
C10-2 100 155 0.32 15.5 コーン破壊と同時に回転破壊 






100 178 0.24 17.8 
17.2 
コーン破壊後 250kN まで載荷 
C11-2 100 171 0.31 17.1 コーン破壊後 200kN まで載荷 






100 179 0.52 17.9 
17.5 
コーン破壊後 200kN まで載荷 
C12-2 100 155 0.15 15.5 コーン破壊後 200kN まで載荷 






100 162 0.14 16.2 
17.0 
コーン破壊後 200kN まで載荷 
C13-2 100 156 0.11 15.6 コーン破壊後 200kN まで載荷 
C13-3 150 127 0.21 19.1 コーン破壊と同時に回転破壊 
 
表 3-7  CFRP埋込み補強ケースの試験結果一覧（試験ケース C10-C13） 
図 3-11 荷重－鉛直変位曲線 
(a)破壊後まで含めた結果 (b) a部詳細（破壊まで） 
a 
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本試験では 4種類の CFRP を使用したが，破壊荷重に大きな差は生じなかった．この理由は，CFRP
埋込み定着部の強度が，コンクリートの破壊により決定されたためと考えられる．載荷高さが影響し
ない指標となる接合面の曲げモーメントで評価すると，すべての試験体の平均値は 17.2kN-m であり，
表 3-7 に示したとおりケース間の差はほとんどないことがわかる．試験体毎の最大値は 19.1kN-m
（C12-3，C13-3），最小値は 15.5kN-m（C10-2，C12-2）であり，これらの平均値に対する比率は 1.11
および 0.90 と約 10%の差であった．なお，一体打ちケース C1 のひび割れ発生時の曲げモーメントを
同様に算出すると，平均値は 26.0kN-m であり，CFRP 埋込み補強ケースの平均値 17.2kN-m は一体打
ちの 66%に相当する．荷重－変位曲線の勾配（図 3-11(b)）からも有意な差は確認できない．表 3-7





図 3-12 破壊状況 (C13-3) 
(a) 回転破壊直後のブラケット (b) CFRP 埋込み定着部 
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3.3.2 引張載荷試験 








異なる結果となった．せん断キーを圧縮側に配置した T1 と T2を比較すると，T1 は打継目で破壊して
図 3-13 破壊状況 (T1-T4) 
(a) T1 破壊状況 (b) T2破壊状況 
(c) T3 破壊状況 (d) T4破壊状況 




















176 1.41 ひび割れと同時に回転破壊 
T2 なし 126 1.01 ひび割れと同時に回転破壊 
T3 
引張側 
45度 74 0.59 ひび割れと同時に回転破壊 






























3.4 非線形 FEM解析による試験結果の検証 
3.4.1 解析概要 
圧縮載荷試験と引張載荷試験で，破壊時の鉛直変位が異なる可能性が示されたため，2 次元非線形
図 3-14 回転に対するせん断キーの抵抗概念図 
(a) T1 (せん断キー圧縮側ハンチあり) (b) T2 (せん断キー圧縮側ハンチなし) 
(c) T3 (せん断キー引張側ハンチあり) (d) T4 (せん断キー引張側ハンチなし) 
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FEM 解析により，ブラケットの挙動を検証することとした．対象は圧縮載荷試験のうち，平均的な結
果が得られ，また，引張載荷試験の T1と載荷方法以外が同条件の C6-2 とした． 




















要素厚さ 150 mm 






要素厚さ 300 mm 
仮想部材高 3.7) 96.5 mm 
軸剛性 371 N/mm3 
引張強度 0.8 MPa 
初期付着力 0.8 MPa 
摩擦角 tan  = 1.0（摩擦係数） 
 
図 3-15 解析モデル (単位:mm) 
表 3-9 解析条件 
図 3-16 クーロン摩擦モデル 
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は ACI 規準 3.6) を参考に 1.0 とし，初期付着力は軸方向の引張応力が引張強度に達した時点でせん断強
度が 0となる 0.8MPa を仮定した．また，軸剛性は 2次元モデルにおける断面急変部で，面外方向の 3
次元的な応力分布による局部変形を考慮できる仮想部材高さの概念 3.7) を用いて算出した． 
 
3.4.2 解析結果 
























図 3-17 荷重－変位曲線 
最大荷重 
次ステップ 






















































る可能性がある．これらの点は，要素試験（第 4 章）やブラケット構造の載荷試験（第 6 章）にて効
果を確認する． 
③ CFRPの既設コンクリートへの定着は埋込み定着とする． 





























3.5) TNO DIANA: User's Manual Release 9.4.3, 2011. 
3.6) American Concrete Institute (ACI): Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 318-11) 




第 4章 接着剤を適用したコンクリート接合部の強度に関する研究 
4.1 本章の目的 
















 4.1) を参考とし，中央に接合部を設けたはりを用いて 4 点曲げ試験を実施した．曲げ試験方法を








ずに打ち継ぐ 1 ケース，および一体打ち 1 ケー
試験 
ケース 




3 打継用エポキシ樹脂（タイプ 1） 材料メーカーA 
AE2 3 打継用エポキシ樹脂（タイプ 2） 材料メーカーA 









3 接着用エポキシ樹脂（タイプ 1） 材料メーカーA 
BE2 3 接着用エポキシ樹脂（タイプ 2） 材料メーカーA 
BG 3 ポリマーセメントグラウト 材料メーカーB 
M 一体打ち 9* － － 
*試験体のコンクリート打設ごとに製作（計 3回×3試験体） 
図 4-1 曲げ試験方法(単位:mm) 
表 4-1 試験ケース 
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スの全 9 ケースとし，試験体数は各ケース 3 体とした．打継ケースを接合方法 A，接着ケースを接合
























コンクリートの配合を表 4-2 に，材料試験結果を表 4-3 に，接着剤の特性を表 4-4 に，接着剤の主
成分を表 4-5に示す．なお，接着剤の特性値は材料メーカーによる試験結果またはカタログ記載の値 
接合方法 
圧縮強度 (MPa) 引張強度 (MPa) 弾性係数 (GPa) 














接着 64.0（30日） 4.42（30日） 39.0（30日） 
*1 既設コンクリート，*2 打継コンクリート，*3 試験日のコンクリート材齢 



























表 4-2 コンクリートの配合 
表 4-3 コンクリートの材料試験結果 
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試験結果の一覧を表 4-6 に示す．ここで，接着剤を適用しない打継ケース AN の曲げ付着強度も含
め，接合部のある試験ケースはすべて，曲げ接着強度と呼ぶ．また，接着剤を適用した試験ケースは，
接合部ではなくコンクリート部が破壊した場合も曲げ接着強度と呼ぶこととした．比較のため，一体
打ちケース M は，各試験ケースのコンクリートと同材齢の試験結果を横並びに表 4-6に示した．接着
ケース試験体は，前述のとおり接合前のコンクリートを同日に製作したため既設コンクリートの欄に
一つの結果を示した． 
打継ケースに着目すると，打継用エポキシ樹脂タイプ 2 を適用した AE2 の曲げ接着強度が 1.81MPa
と若干低いものの，その他のケースは 2.40MPa 程度であり，曲げ接着強度にケース間の大きな差は見
られなかった．また，同ケース内の結果のばらつきについて，打継用エポキシ樹脂タイプ 3 を適用し
た AE3 は 2.05～3.39Ma（平均 2.65MPa）と平均に対して 30%程度のばらつきが認められたものの，そ




APD*1 PCG*2 打継用 接着用 
タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 タイプ 1 タイプ 2 
硬化物比重 － 1.40 1.24 － 1.63 1.46  2.18 
可使時間 分 36 82 30 65 177 － － 
接着強度 MPa 2.1 2.6 4.3 3.6 5.0 1.6 2.3 
圧縮強度 MPa 87 －*3 71 43 85 － 31 
弾性係数 GPa 2.87 － 2.54 2.45 4.91 － － 
引張せん断強度 MPa 18 － 29 17 25 － － 
ガラス転移温度 ℃ 71.8 － － 48.8 51.6 － － 
*1 アクリル系ポリマーディスパーション，*2 ポリマーセメントグラウト，*3 データなし 






















表 4-5 接着剤の主成分 
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コンクリートと接着剤の界面が打継コンクリートの表層（モルタル部）をともなって破壊し，APD を
適用した AA および接着剤を適用しない AN は，打継コンクリートと既設コンクリートの界面で破壊










③エポキシ接着剤を適用したケースでは，接着剤を適用しない AN と比較して AE1，AE3 の曲げ接
着強度は増加し，AE2 の強度は減少したがその差は小さい．これらの破壊面を観察すると，破壊
は打継コンクリート接合面のモルタル部で生じており，また，打継コンクリートの粗骨材はほと
んど接着剤に触れていなかった（図 4-3，図 4-4(a)）．よって，破壊面の粗度が低くなりアンカ 










（図 4-3，図 4-4） 














2.24 5.98 4.03 










4.07 同上 1.76 5.98 4.03 










4.07 同上 3.39 5.98 4.03 













2.33 5.98 4.03 












2.35 5.98 4.03 














6.86 5.45 － 













7.01 5.45 － 










－ コンクリートと PCGの界面で破壊 2.42 5.45 － 
2.44 6.65 － 





図 4-4 破壊状況（写真上：試験体側面，写真下：破壊断面） 























    
図 4-3 破壊形態の概念図 
(a) ケース AE1 (b) ケース AN 
(c) ケース BE1 (d) ケース BE2 




























接着ケースに着目すると，PCG を用いたケース BG の破壊はコンクリートと PCG の界面で生じた．
その結果，接着剤を適用しない打継ケース AN と同等の曲げ接着強度であったため，PCG の接着力は
今回使用したコンクリートと同程度であり，PCG を使用することによる強度改善効果は見受けられな
かったと言える．一方，異なるタイプの接着用エポキシ樹脂を用いた BE1，BE2 の曲げ接着強度は，
各々の平均値で 6.98MPa，6.78MPa であり，一体打ち M の曲げ強度と比較して約 1.1 倍の強度であり，












後述する破壊エネルギー試験の結果を踏まえて再度考察する．破壊性状が BE1 と BE2 で異なった要因
としては，接着剤の弾性係数の違いが考えられる．BE1 および BE2 に適用した接着用エポキシ樹脂の





















JCI-S-001-2003 切欠きはりを用いたコンクリートの破壊エネルギー試験方法 4.5) （以下，JCI 規準）
を参考に，中央部を接着した切欠きはりを用いた 3 点曲げ試験を実施した．破壊エネルギー試験方法
を図 4-5 に，試験ケースを表 4-7 に示す．前述の曲げ試験結果を踏まえ，試験ケースは，打継ケース
で使用したエポキシ接着剤の中で中間の結果が得られた AE1，接着ケースの中で差異が評価しきれな
かった BE1，BE2，比較試験体として一体打ちおよび接着剤を使用しない打継ケースの全 5ケースとし






引張軟化曲線は，計測した荷重－CMOD 曲線および JCI のウェブ上からダウンロードできる有限要
















接合方法 試験体数 接着剤 備考 
AE1 コンクリート打継 
（接合方法 A） 
4 打継用エポキシ樹脂（タイプ 1） 材料メーカーA 
AN 4 接着剤なし － 
BE1 硬化コンクリート接着 
（接合方法 B） 
4 接着用エポキシ樹脂（タイプ 1） 材料メーカーA 
BE2 4 接着用エポキシ樹脂（タイプ 2） 材料メーカーA 
M 一体打ち 4 － － 
図 4-5 破壊エネルギー試験方法(単位:mm) 





試験結果の一覧を表 4-9に，荷重－CMOD 曲線を図 4-6に示す．ここで，破壊エネルギーは，厳密
には試験体が破断するまでに要したエネルギーであるが，本試験では使用したクリップゲージの最大
計測変位である CMOD 2mmまでに要したエネルギーを破壊エネルギーとした．なお，破壊エネルギー
は，JCI 規準に示される手法 4.5) に基づき，荷重－CMOD 曲線下の面積と試験体の自重および載荷治具
がなす仕事の和を，接合部の面積で除して求めた．また，表 4-9 に示した値は図 4-6 の平均曲線の値
であり，曲げ接着強度は最大荷重時の曲げモーメントを接合部の断面係数で除して求めた参考値であ
る．ここで，M の値は曲げ強度である．なお，試験体数は各ケース 4 体としたが，不安定な結果が得
られた試験体は図 4-6から除外した． 
平均曲線全体の比較（図 4-6(f)）に着目すると，打継ケースの AN および打継用エポキシ樹脂を適
用した AE1 は曲げ試験と同様，ほぼ同じ結果が得られ，荷重－CMOD 曲線は一体打ち M の包絡線内
であった．AN および AE1 の最大荷重は一体打ち Mの約 70%，破壊エネルギーは約 50%であり，曲げ
試験と同様の結果であったと言える．接着ケースで異なるエポキシ樹脂を適用した BE1および BE2は，
一体打ち M と比較して荷重が両ケースとも 30%程度，破壊エネルギーが BE1 は 59%，BE2 は 26%高
い結果となっており，曲げ試験から推測される結果となった． 
CMOD 0.10mm までの平均曲線の比較（図 4-6(g)）に着目すると，初期の剛性に差があることがわ
かる．表 4-9に最大荷重の 1/3 での割線剛性を示したが，一体打ち M の剛性が最も高く，次に接着剤
を適用せずに打ち継いだ AN と弾性係数の高い方のエポキシ樹脂にて接着した BE2 が，M の約 90%と
なっている．弾性係数の低い方のエポキシ樹脂にて接着した BE1が一体打ち Mの 82%で，エポキシ樹





圧縮強度 (MPa) 引張強度 (MPa) 曲げ強度 (MPa) 
















56.5（27日） 4.32（27日） 5.76（27日） 
















M（一体打ち） 0.182 (1.00)*2 4912 (1.00) 0.040 221 (1.00) 4.43 
AN（打継） 0.095 (0.52) 3605 (0.73) 0.048 201 (0.91) 2.87 
AE1（打継，樹脂 1） 0.090 (0.49) 3361 (0.68) 0.040 144 (0.65) 2.81 
BE1（接着，樹脂 1） 0.289 (1.59) 6533 (1.33) 0.076 182 (0.82) 5.72 
BE2（接着，樹脂 2） 0.229 (1.26) 6429 (1.31) 0.048 199 (0.90) 5.88 
*1 曲げ（接着）強度は最大荷重を接合面の断面係数で除して求めた参考値 
*2 （ ）内の数値は一体打ちケース Mに対する比率を示す 
表 4-8 コンクリートの材料試験結果 
表 4-9 破壊エネルギー試験結果 
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(a) ケース M（一体打ち） 
図 4-6 荷重－CMOD曲線 
(b) ケース AN（打継，接着剤なし） 
(c) ケース AE1（打継用エポキシ樹脂タイプ 1） (d) ケース BE1（接着用エポキシ樹脂タイプ 1） 
(e) ケース BE2（接着用エポキシ樹脂タイプ 2） (f) 平均曲線の比較 1（CMOD 1.0mm まで） 
(g) 平均曲線の比較 2（CMOD 0.1mm まで） 
 52 
と比較して低いこと，およびコンクリートより低い弾性係数のエポキシ樹脂層が変形しやすいことが












(a) ケース AE1 
図 4-7 破壊状況（写真上：試験体側面，写真下：破壊断面） 
(b) ケース AN 
(c) ケース BE1 (d) ケース BE2 











算出した引張軟化曲線を図 4-8 および図 4-9 に示す．図 4-8 では，解析結果の妥当性を検証するた
め，一体打ち Mの結果を土木学会コンクリート標準示方書 4.4) および fib Model Code 2010 Final Draft 4.9) 
に規定される引張軟化曲線と比較した．その結果，一体打ち Mは設計規準に近い曲線となることが確
認された． 
図 4-9 に示した引張軟化曲線を比較すると，接着剤を適用しない AN および打継用エポキシ樹脂を
適用した AE1 の結果は一体打ち Mの包絡線内であり，前述の破壊エネルギー試験から推察できる結果
となった．一体打ち M はひび割れ発生直後から引張応力が減少しているのに対し，接着用エポキシ樹












































強度のばらつきを考慮する材料係数が 1.3 であること，および本試験でのばらつきが 10%以内であ
ったことを考慮すると，本試験の範囲内では，設計における材料係数を 1.3 とし，30%程度のばら
つきを見込んでおけば良いと考えられる． 





















































4.9) International Federation for Structural Concrete (fib): fib Model Code Final Draft, 2012. 
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第 5章 炭素繊維シート埋込み定着部の強度に関する研究 
5.1 本章の目的 














試験方法および試験状況を図 5-1および図 5-2に示す．コンクリートの寸法は幅 125mm，高さ 200mm，
長さ 400mmとし，事前に想定した破壊荷重において，コンクリートに曲げひび割れが生じない断面寸
法とした．また，コンクリートが急激に破壊しないよう D13 の鉄筋を 2 本配置した．CFRP の幅は載
荷治具の制約から 25mm とした．幅 25mm 当たりの破壊荷重を得るため，コンクリート全長に渡り，
幅約 3mmの切込みをコンクリートカッターにて設け，その深さを CFRP の埋込み長とした．埋込み部
のコンクリート長手方向の幅は，本ブラケット構造を実構造物に適用する際のエポキシ樹脂充填性を
考慮して 20mmとし（図 5-1），エポキシ樹脂は埋込み部の上方から流し込んで充填した．エポキシ樹
脂の充填直後にエポキシ樹脂を含浸させた CFRP を設置し，温度 20℃，湿度 60%の恒温恒湿室で 7 日
間養生した．載荷試験は室温 20℃に設定した室内で実施した． 
 試験体は，M10ボルトおよび鋼製アングルにより引張試験機に固定し，剥離試験の載荷支間は 300mm，
引抜き試験の支間は 30mm とした．なお，ボルト径は，ボルトの降伏荷重が 3 枚積層した CFRP の破
断荷重の 2倍となるよう決定した（安全率 2）．剥離試験の載荷支間は，破壊に支点拘束の影響が生じ




















































じさせるため，ACI 355.4M-11 5.1) を参考に，埋
込み部幅 20mm の 1.5 倍の 30mm とした．ただ
し，引張試験機の治具とボルトが干渉し，鋼製
アングルを直接，支間 30mmに配置できなかっ
たため，図 5-1 (b) に示す拘束鋼板を設置した． 
載荷は変位制御で実施し，載荷荷重，CFRP
抜出し変位およびコンクリート変位を計測した．
CFRP 変位は，埋込み部から高さ 25mm の位置
に変位計測用アングルを取り付け，変位計によ








50mm を基本とし，25mm および 100mm のケース
を設けた．コンクリートの目標圧縮強度は 30MPa
および 50MPa と設定し，試験体数は各ケース 3 体
とした．埋込み位置は，埋込み部の幅に対して CFRP 
 
試験ケース 埋込み長 (mm) 
CFRP 種別*1 
積層枚数 
埋込み位置 コン強度*2 (MPa) 
剥離試験 
C1 50 CFRP 1 枚 中央 30 
C2 50 CFRP 1 枚 中央 50 
C3 25 CFRP 1 枚 中央 30 
C4 100 CFRP 1 枚 中央 30 
C5 50 CFRP 1 枚 端部 30 
引抜き試験 
B1 50 CFRP 1 枚 中央 30 
B2 50 CFRP 3 枚 中央 30 
B3 50 St-CFRP 1 枚 中央 30 
B4 50 St-CFRP 3 枚 中央 30 
B5 50 CFRP 3 枚 端部 30 
B6 50 St-CFRP 3 枚 端部 30 
B7 25 CFRP 1 枚 中央 30 
B8 25 CFRP 1 枚 端部 30 
B9 100 CFRP 3 枚 中央 30 
*1 CFRP：高強度シート，St-CFRP：高弾性ストランドシート 
*2 コンクリートの目標圧縮強度 
図 5-2 剥離試験状況 






(a) 中央配置 (b) 端部配置 




数 640GPa，繊維目付量 600g/m2）の CFRP を使用した．ここで，高弾性タイプには，事前に工場でエ
ポキシ樹脂を含浸・硬化させたストランドをシート状に配置した CFRP（以下，St-CFRP）を選定し，
CFRP の種別による影響を確認することとした．また，CFRP を 1枚とした場合，埋込み長 50mm以上
では CFRP の破断が予測されたため，3 枚積層するケースを設けた．試験パラメータは，埋込み長，
CFRP 種別，および埋込み位置とし，試験体数は各ケース 3体とした． 
 
5.2.3 使用材料 
コンクリートの配合および試験日のコンクリートの強度試験結果（材齢 40 日）を表 5-2～表 5-4に，



































CFRP 用樹脂 1.17 46 82 2.64 22 
St-CFRP 用樹脂 1.45 44 75 3.84 24 
 








C2以外 25.0 2.15 25.7 
C2 48.1 2.42 31.3 
 








CFRP 306 4700 265 
























15 15.0 58.0 4.5 46.6 174 300 842 985 3.30 
 
表 5-2 コンクリートの配合（C2以外） 
表 5-3 コンクリートの配合（C2） 
種別 主成分 
CFRP 用樹脂 












平均値に対する各試験体の結果の差は最大で 10%程度であった．CFRP を端部に配置した C5 は，中央
に配置した C1より破壊荷重が小さくなった．端部配置により，両側のコンクリートに均等な力が作用
しないことが理由と考えられるが，その影響は 15%程度であった． 









た C3 の破壊角度と近いことから，埋込み長 50mmのケースにおいて，支点拘束は破壊荷重にほとんど




































C1-2 19.7 29.1 24.4 6.2 













C2-2 19.7 19.7 19.7 6.9 













C3-2 21.0 22.6 21.8 3.3 
























C5-2 19.7 19.7 19.7 5.1 
C5-3 22.6 19.7 21.2 5.3 
*1 破壊面の水平長さと埋込み長から比較のために算出した角度   
*2 試験での破壊荷重平均値に対する比率（試験結果／計算値）  
表 5-8 剥離試験結果 
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 表 5-8 に示した破壊荷重計算値は，あと施工アンカーのコーン破壊荷重算出式である式 (5-1) 5.2) を
準用して求めた計算値である．破壊荷重と埋込み長の関係を計算値とともに図 5-5に示す． 











図 5-4 剥離試験破壊状況 
(a) C1（埋込み長 50mm，中央配置） (b) C2（埋込み長 50mm，中央配置） 
(e) C5（埋込み長 50mm，端部配置） 
















CFRP が破断せず付着破壊が生じたケースの破壊状況を図 5-6 に示す．ここで，図 5-6 (b) には試
験終了時の状況を示し，図 5-6 (c) にはコンクリートの破壊状況を示した．なお，図 5-6 (c) に示し
たコンクリートの破壊は，B5のみでなく，付着破壊が生じた全てのケースで起こった．コンクリート
が破壊した要因については，後述する荷重－抜出し変位関係を踏まえて考察する．破壊形態は，CFRP
を 3枚積層した B2で，図 5-6 (a) に示すようにコンクリートとエポキシ樹脂間の付着破壊に加え，CFRP 
試験 
ケース 
 CFRP 種別， 
配置, 埋込み長 













- CFRP 破断 
B1-2 13.6 - - CFRP 破断 









6.8 CFRP 層間剥離 
B2-2 21.6 17.5 7.0 CFRP 層間剥離 
B2-3 22.4 17.4 7.0 CFRP 層間剥離 
B3 
B3-1 
St-CFRP 1 枚 





- St-CFRP 破断 
B3-2 12.1 - - St-CFRP 破断 
B3-3 11.2 - - St-CFRP 破断 
B4 
B4-1 St-CFRP 3 枚 






B4-2 19.5 18.9 7.6  
B5 
B5-2 CFRP 3枚 






B5-3 23.0 17.0 6.8  
B6 
B6-2 St-CFRP 3 枚 






B6-3 19.3 16.1 6.4  
B7 
B7-1 CFRP 1枚 
















B8-2 10.1 9.0 7.2  










B9-2 21.8 20.8 4.2  
B9-3 24.8 21.8 4.4  
 
 
表 5-9 引抜き試験結果 









































(e) B7（CFRP，埋込み長 25mm，中央配置） (f) B8（CFRP，埋込み長 25mm，端部配置） 
図 5-6 引抜き試験破壊状況 
(a) B2（CFRP，埋込み長 50mm，中央配置） 
(g) B9（CFRP，埋込み長 100mm，中央配置） 
(b) B4（St-CFRP，埋込み長 50mm，中央配置） 









み間のコンクリートが他の部分から完全に剥離した（図 5-6 (c)，図 5-8 (b)）．その点が二番目の勾
配変化点（図 5-7 の□印）と推察できる．なお，本試験ではコンクリートの変位を計測したが，この
点で 0.5mm 程度の急激な浮上りが確認された．その後，安定した状態で荷重が増加し，最終的に付着














CFRPおよび St-CFRPを端部配置とした B5およびB6は，中央配置とした B2および B4と比較して，
引抜き破壊荷重が 10％程度低下した．また，B5 では CFRP の層間剥離は生じなかった．端部配置とし
たことにより，埋込み部の片側に付着応力が集中したことが理由と考えられるが，剥離試験と同様に，
破壊荷重への影響は比較的少なかった．埋込み長の異なるケースを比較するため，引抜き破壊荷重を






図 5-8 コンクリートの破壊過程 
(a) ひび割れ発生時 (b) ひび割れ進展後 
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図 5-10 CFRPおよび埋込み部の応力分布 























18.0 13.6 1.32 C4 
St-CFRP 1枚 
50 mm 
78.8 91.5 0.86 B3 
 















また，St-CFRP 50mmにおいては，試験値が計算値より 14%小さかった．定性的には CFRP と比較して
















































接着工法のそれと同様に CFRP の剛性が高いほど，長くなる可能性が示唆された．埋込み長が 25mm




① 使用する CFRPは高弾性ストランドシート（St-CFRP）を基本とする． 






























⑤ ブラケット構造の FEM 解析における CFRP 埋込み定着部は，荷重－抜出し変位の初期剛性の計算手
法によりモデル化する． 
 仮定した CFRP 埋込み定着部の応力分布により，試験で得られた荷重－抜出し変位関係の初期剛性
を一定の精度で算出できることが明らかとなった．しかし，仮定に基づく計算値であること，および
ブラケット構造の引張補強材とした場合に異なる挙動を示す可能性があることから，ブラケット構造
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第 6 章 接着剤および炭素繊維を適用した外ケーブル定着ブラケット構造に関する
研究 
6.1 本章の目的 
 第 3 章の検討より，引張補強鋼材を配置しないブラケット構造および CFRP を引張補強材としたブ















 試験体の基本構造図を図 6-1 に示す．第 3 章の検討で打継面の表面処理をチッピングとしたときの
曲げ付着強度が 0.6～0.7 MPa 程度であったことを踏まえ，試験体寸法は幅 350 mm，高さ 250 mm，長
さ 1000 mm，載荷高さ 100 mm とし，設計荷重作用時に曲げ応力が 0.7 MPa となるよう決定した．ここ
で，表面処理をチッピングとしたときの曲げ付着強度を指標とした理由は，接着剤および CFRP 補強
による強度の増加を期待するためである．試験体の縮小スケールは 1/2 とし，設計荷重作用時の外ケー
ブル荷重は 150 kN とした．実構造スケールでは，外ケーブル荷重は 600 kN であり，第 3章の検討同
図 6-1 試験供試体の基本構造（単位：mm） 
(a) 側面図（1-1断面） (b) 断面図（2-2断面） 
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様，引張荷重 1000 kN の外ケーブルの使用を想定した．接合面以外での破壊を防ぐため，鉄筋量は実











MPa の圧縮応力を M24 のボルト 4 本にて与え，3 日間の養生後にボルトを撤去し圧縮応力を解放した
（図 6-2）． 
 接着剤には，第 4 章の破壊エネルギー試験で使用
した打継用エポキシ樹脂を 1 種類，接着用エポキシ





















C1 一体打ち 水平 －*1 － － 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C2 打継 水平面 － － 0*3 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C3 打継 水平面 打継用タイプ1 － 0 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C4 接着 水平面 接着用タイプ1 － 0 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C5 接着 水平面 接着用タイプ2 － 0 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C6 打継 水平面 － St-CFRP
*2
 0 載荷高100mm 2体, 150mm 1体 
C7 打継 水平面 打継用タイプ1 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
C8 接着 水平面 接着用タイプ1 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
C9 接着 水平面 接着用タイプ2 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
C10 打継 水平面 打継用タイプ1 St-CFRP 6 載荷高100mm 3体 
C11 打継 鉛直面 打継用タイプ1 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
C12 接着 鉛直面 接着用タイプ1 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
C13 接着 鉛直面 接着用タイプ2 St-CFRP 0 載荷高100mm 3体 
*1 －は適用しないことを示す，*2 高弾性ストランドシート1層，*3 水平面に対する接合面の角度 
図 6-2 プレキャスト接着ケースの 
養生状況（C13） 
 
表 6-1 試験ケース 
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章の検討結果より，CFRP には実構造への適用の基本とした高弾性タイプの St-CFRP を 1 層使用した．
接着剤と CFRP の補強の合成効果を検証するため，接着剤のみを適用するケースおよび CFRP のみを
適用するケースを比較のため設けた． 









 試験状況写真を図 6-3 に示す．試験体数は各ケ
ース 3体とし，載荷高さは 100 mmを基本とした．
比較ケースの C1～C6までは，試験体 3体のうち，
1 体の載荷高さを 150 mm とし，第 3 章の検討と同
様に，せん断スパン比（載荷高さ / 接合面長さ）
の影響を確認することとした．既設コンクリート
図 6-4 CFRPによる補強方法（単位：mm） 
(a) 側面図（1-1断面） (b) 断面図（2-2断面） 
図 6-5 載荷方法（単位：mm） 
(a) C10以外 (b) C10（接合面角度 6度） 





置し，形状は幅 350 mm，長さ 300 mm，深さ 25 mm とし，第 3章の検討結果より，せん断キーの端部
にはハンチを設けないこととした． 
CFRP による補強方法を図 6-4に示す．CFRP はブラケットの側面に加え，載荷に影響のない範囲で，
載荷面にも配置することとした．また，第 5章の検討結果を踏まえ，埋込み定着部の寸法は幅 20 mm，
深さ 25 mm とし，CFRP の埋込み位置は，埋込み定着部の剥離強度が最も低いと考えられるブラケッ




 コンクリートの配合および載荷試験日の材料試験結果を表 6-2，表 6-3に，使用した鉄筋，PC 鋼棒






























20 12.0 47.3 4.5 48.0 145 307 912 1000 4.45 
 




















－ 3090 731 
 










C1 55.6 3.30 6.05 34.7 
C2 56.9 3.17 7.10 36.6 
C3 58.0 3.05 7.37 37.0 
C4 43.8 2.60 6.51 32.9 
C5 53.5 3.19 6.67 34.8 
C6 58.0 3.05 7.37 37.0 
C7 51.3 2.87 7.45 34.9 
C8 58.1 3.33 7.13 35.9 
C9 58.1 3.33 7.13 35.9 
C10 50.0 3.26 8.00 34.5 
C11 51.8 3.03 7.97 35.8 
C12 49.7 2.62 7.06 35.0 
C13 48.2 2.71 7.34 34.0 
 































1.45 129 81 4.46 23 
 
表 6-5 エポキシ樹脂の特性値 
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(4) 測定項目 
 計測器の配置を図 6-6 に示す．測定項目は，鉛直変























て曲げ強度と呼ぶこととした．比較ケースの接着剤および CFRP を適用しない C2 を除き，すべての試
験体で設計荷重 150 kN の 2 倍以上の耐荷力が得られた． 
載荷高さを試験パラメータとした C1～C6 のうち，接着剤を適用せずコンクリートを打ち継いだ C2，
打継用エポキシ樹脂を適用した C3，および接着用タイプ 2 エポキシ樹脂を適用した C5 で，載荷高さ
150 mmの試験体が，100 mm の試験体と比較して 1.5～2.0倍の高い曲げ強度であった．この要因とし





 比較の基準とする一体打ち C1の曲げ強度の平均値は 2.18 MPaであり，第 3章の一体打ちの結果 2.08 
MPa と相違ない結果であった．なお，表 6-3に示したコンクリートの引張強度（3.30 MPa）とコンク
リート標準示方書の一体打ちコンクリート曲げ強度算出式 6.3) から求まる曲げ強度は 2.27 MPaであり，
こちらもほぼ同等の強度となり，せん断スパン比が小さいことの曲げ強度への影響は確認されなかっ
図 6-6 計測器配置図（単位：mm） 
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た．曲げ強度平均値の C1に対する比率（以下，曲げ強度比）に着目すると，接着剤を適用せずコンク
リートを打ち継いだ C2 は 0.27 であり，こちらも第 3 章での検討と同等の結果が得られた．打継用エ



































水平 － － 0 




C1-2 100 431 2.05 ①一体打ち曲げ破壊 
C1-3 150 387 2.76  ①一体打ち曲げ破壊 
C2 
C2-1 
打継 水平面 － － 0 




C2-2 100 113 0.54  ②付着+せん断キー破壊 












C3-2 100 371 1.77 ③既設側破壊 












C4-2 100 431 2.05  ・破壊前に載荷終了 












C5-2 100 351 1.67  ③既設側破壊 
C5-3 150 424 3.03 ③既設側破壊 
C6 
C6-1 








C6-2 100 313 1.49 ④付着+剥離破壊 










100 460 2.19 
2.19 
(1.00) 
 ⑤既設側破壊+剥離破壊 1 
C7-2 100 452 2.15 ・破壊前に載荷終了 










100 500 2.38 
2.19 
(1.00) 
 ⑥既設側破壊+剥離破壊 2 
C8-2 100 453 2.16  ・破壊前に載荷終了 










100 533 2.54 
2.38 
(1.09) 
 ⑥既設側破壊+剥離破壊 2 
C9-2 100 501 2.39 ・破壊前に載荷終了 










100 478 2.28 
1.87 
(0.86) 
 ⑤既設側破壊+剥離破壊 1 
C10-2 100 372 1.77  ⑤既設側破壊+剥離破壊 1 














C11-2 100 506 2.41  ⑦接着破壊+剥離破壊 














C12-2 100 554 2.64  ⑥既設側破壊+剥離破壊 2 










100 502 2.39 
2.52 
(1.16) 
 ⑥既設側破壊+剥離破壊 2 
C13-2 100 552 2.63  ・破壊前に載荷終了 
C13-3 100 536 2.55  ・破壊前に載荷終了 










 CFRP 補強のみを適用した C6 は曲げ強度比が 0.72 であり，CFRP 補強以外は同条件の C2 の 0.27 と
比較して強度が高く，その差が CFRP の補強効果による強度と考えられる．接着剤および CFRP 補強
を適用した C7～C9 は破壊まで載荷しなかった試験体が多いものの，CFRP を適用しない C3～C5と比
較して強度が高くなり，接着剤と CFRP 補強に合成効果があったことがわかる．また，C7～C9の強度
は一体打ちと同等以上であり，前述のせん断力の影響で接合面の強度が低下した分は CFRP 補強によ
り補完されたと考えられる．接合面に角度を設けた C10 は，角度のない C7 と比較して強度が 14%低
下した．C10の載荷高さは 100 mm（図 6-5参照）であるが，接合面の角度によりブラケット中央での
実質高さは 131 mmと 1.3 倍であり，その影響により見かけの強度が低下したと言える．曲げ強度を算
出する際の載荷高さを 131 mm と仮定すると，曲げ強度は 2.45 MPa（曲げ強度比 1.12）となり，角度
のない C7 と同等以上と評価できる．曲げ強度比が C7 より高くなった理由として，載荷高さ 150 mm
での強度増加要因として推察したせん断キー接触による回転変形の幾何学的拘束が考えられる．すな
わち，実質高さが 131 mm であったため，載荷高さ 100 mmの C7 よりも強度が高くなった可能性があ
る．なお，CFRP 補強を適用せず打継用エポキシ樹脂を適用した C3では，載荷高さ 150 mmの時の曲
げ強度が 2.72 MPa（C3-3）であり，実質高さが 131 mm となる C10は CFRP 補強を適用しているが，
この 90%程度の強度であった． 
接合面を鉛直として試験体を製作した C11～C13は，接合面を水平とした C7～C9 と大差ない結果が
得られ，本試験の範囲内では施工方向は強度に影響を与えなかったと言える．以上の結果より，本試
験の条件下においては，ブラケット構造に接着剤を適用することにより一体打ちの 80～90%程度の強
度が，CFRP 補強により同 70%程度の強度が，接着剤と CFRP 補強を併用することにより同 100～110%
程度の強度が期待できることが明らかとなった． 
 破壊性状に着目すると，表 6-6 に示した 7 つのパターンに分類できる．代表的な試験体の破壊状況
を図 6-7に示し，それらの特徴を以下に述べる． 
① 一体打ち曲げ破壊（図 6-7(a)） 
 一体打ち C1で見られた破壊で，ブラケットの引張縁にひび割れが生じ，そのひび割れが既設コンク
リート内に進展し最終的に回転した． 




③ 既設側破壊（図 6-7(c)） 















図 6-7 代表的な試験体の破壊状況 
(a) C1-2破壊状況 (b) C2-2破壊状況 
(c) C5-2破壊状況 (d) C6-1破壊状況 
(e) C7-1破壊状況 (f) C9-1破壊状況 
(g) C11-2破壊状況 (h) C12-3破壊状況 
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④ 付着＋剥離破壊（図 6-7(d)） 
 CFRP 補強のみを適用した C6 で見られた破壊で，接合面の付着破壊および CFRP 埋込み定着部のコ




⑤ 既設側破壊＋剥離破壊 1（図 6-7(e)） 
 打継用エポキシ樹脂および CFRP 補強を適用した C7 および C10で見られた破壊で，破壊面に既設コ
ンクリートの破壊と CFRP 埋込み定着部のコーン状の剥離破壊の両者が確認された．接合面引張側の
既設コンクリートの破壊は，鉄筋が露出しない程度であった． 
⑥ 既設側破壊＋剥離破壊 2（図 6-7(f)） 








⑦ 接着破壊＋剥離破壊（図 6-7(g),(h)） 







 接着剤と CFRP 補強を併用した場合（C7～C13），上記のとおり⑤，⑥，⑦で異なる破壊性状が見ら
れたものの，強度への影響は少なかった．全体的な傾向として，⑥の破壊強度が高く（破壊まで載荷
した試験体の平均 2.48 MPa，曲げ強度比 1.14），⑦の破壊強度が低く（同平均 2.03 MPa，曲げ強度比







結果をケース毎に平均して評価することとした．図 6-8 に接着用エポキシ樹脂タイプ 1 および CFRP
補強を適用した C8 の各試験体の結果とその平均結果を一例として示す．荷重 10 kN 毎に各試験体の変
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位を平均処理し，最も低い最大荷重が得られた




C8-2 および C8-3 は，荷重 400 kN を超えた付近
で変位の増加が確認され，破壊の兆候を示した
ことから載荷を終了した． 
 図 6-9に CFRP 補強のない C1～C5 の比較を
示す．すべてのケースにおいて荷重 70～80 kN
付近で剛性低下が確認できる．一体打ち C1はその後，徐々に剛性が低下したのに対し，接着剤を適用




 図 6-10 に施工方向を水平面とした CFRP 補強ケース C6～C10 の比較を示す．接着剤を適用しない
C6 の剛性が最も低い．荷重 100 kN 付近で C6の変位が増加し始めていること，および図 6-9に示した
同条件で CFRP 補強を適用しない C2 の変位も同荷重付近で増加していることから，荷重 100 kN 付近
で接合部の剥離が生じ，CFRP が引張補強材として機能し始めたと考えられる．C6 では，荷重 100 kN
以降は接合面強度がほとんど期待できないことから，荷重 100 kN～250 kN の結果が CFRP のみで引張
応力を負担した時の剛性だと考えられる．これらの結果より，前述の破壊性状から推察した C6の破壊
順序は妥当であったと言える．次に打継用エポキシ樹脂を適用した C7および C10 の剛性が低い．荷重
100 kN 以降も接合面強度が期待できることから，その影響で C6 と比較して剛性が高くなったと推察
できる．なお，C10 の剛性が C7 と比較して低いのは，前述のとおり，接合面角度の影響により，同じ
荷重の接合面に作用する曲げモーメントが大きいことが理由と考えられる．一方，接着用エポキシ樹
脂を適用した C8および C9 は，荷重 300 kN 付近までほとんど変位が生じていない．その後，荷重 300
～400 kN の剛性は C7 とほぼ同じであったと言える．CFRP 補強ケースは変位 0.05 mm付近で破壊の兆
候が確認できる． 
図 6-8 荷重－鉛直変位関係の平均処理（C8） 
図 6-9 CFRP補強なしケースの比較 図 6-10 CFRP補強ケースの比較 
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接合面エポキシ樹脂と CFRP補強の相互関係を把握するため，図 6-11に打継用エポキシ樹脂と CFRP
を適用したケースの比較（C3，C6，C7）を，図 6-12 に接着用エポキシ樹脂タイプ 2 と CFRP を適用
したケース（C5，C6，C9）の比較を示す．打継用エポキシ樹脂のみを適用した C3 と，エポキシ樹脂
と CFRP を適用した C7 の結果を比較すると，荷重 350 kN 付近までほぼ同じ荷重－変位関係が得られ
ている．したがって，C7では，同荷重まで接合面強度のブラケット構造全体の強度に寄与する割合が
高く，その後，接合面の強度低下にともない，CFRP の荷重分担割合が増加したと考えられる． 
接着用エポキシ樹脂のみを適用した C5 と，エポキシ樹脂と CFRP を適用した C9 を比較すると，C9
の変位が荷重 300 kN 付近まで生じておらず，打継用エポキシ樹脂を適用した場合と異なる傾向が確認
された．この要因として，前述の破壊性状の違いが考えられる．図 6-7 に示したとおり，接着用エポ
キシ樹脂のみを適用した C5 では，既設コンクリートの表層が破壊した（図 6-7 (c)）．一方，エポキ










 試験体のスケールは実物大とし，ブラケットの橋軸方向寸法は 1500 mmおよび 1000 mmの 2 つを設
定した．それぞれ大型ブラケットおよび中型ブラケットと呼ぶこととする．大型ブラケット試験体の
構造図を図 6-13に示す．大型ブラケットは水平方向幅 1000 mm，鉛直方向高さ 1200 mm，軸方向長さ
7200 mm，鉄筋かぶり35 mmの主桁側面に構築することとした．ブラケットの寸法は鉛直方向幅 600 mm，
水平方向高さ 500 mm，軸方向長さ 1500 mm，外ケーブル定着高さ 200 mmとし，主桁 1 本に対して 4
か所ブラケットを構築した．ここで，主桁の橋軸方向長さは，試験体の総重量が試験場所のクレーン
能力である 300 kN 程度となるよう設定した．また，ブラケットの配置は，載荷試験で 1 つのブラケッ
トを破壊した時にその他のブラケットに影響を与えることがないよう 1000 mm 程度の間隔を確保する
こととし，主桁 1本に配置可能な 4 か所とした．設計荷重は引張荷重 1000 kN の外ケーブルを想定し 









































図 6-13 大型ブラケット試験体構造図（単位:mm） 
図 6-14 中型ブラケット試験体構造図（単位:mm） 
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て 700 kN と設定し，大型ブラケットの寸法は設計荷重作用時の曲げ応力が 0.7 MPa 程度となるよう決
定した．ブラケットには D16 mmの鉄筋を基本間隔 100 mmで配置した．載荷は外ケーブルの緊張によ
り実施することとし，主桁と一体打ちした横桁に油圧ジャッキを配置した．載荷時に主桁および横桁
が破壊しないよう2mm の PC 鋼棒にてプレストレスを導入することにより補強した．外ケーブルに
は引張荷重 2700 kN のタイプ（被覆外径 75.5 mm）を選定し，最大試験荷重を 2000 kN に設定した． 
 せん断キーおよび CFRP 埋込み定着部は，主桁の製作後にダイアモンドカッタおよびチッピングハ
ンマを用いて形成した．大型ブラケット試験体では，プレキャストブラケット接着用およびバックア
ップ構造用として使用する PC 鋼棒配置のための主桁削孔は実施せず，主桁製作時に内径 40 mmの鋼
製シースを配置した．バックアップ構造として，23mm の PC 鋼棒をブラケット 1 体に対して 4 本配
置した．施工方向はすべて接合面を鉛直とし，プレキャストブラケット接着時は，平均 0.5 MPa の圧
縮応力を PC鋼棒にて与え，その後 CFRP を施工し，3 日間の養生後に圧縮応力を解放した． 
中型ブラケット試験体の構造図を図 6-14に示す．中型ブラケットは上フランジ幅 1600 mm，ウェブ
厚 600 mm，断面高さ 1500 mm，軸方向長さ 7200 mm，鉄筋かぶり 35 mmの既設橋を模擬した T 型主
桁側面に構築することとした．ブラケットの寸法は鉛直方向幅 600 mm，水平方向高さ 500 mm，軸方
向長さ 1000 mm，外ケーブル定着高さ 200 mmとし，主桁 1本に対して 4か所ブラケットを構築した．
このブラケット寸法での曲げ応力が 0.7 MPa となる荷重は 350 kN である．ここで，主桁の橋軸方向長
さおよびブラケット配置位置は，主桁 PC鋼棒および載荷用外ケーブルの転用を考慮して，大型ブラケ
ット試験体と同じとした．ブラケットには D16 mmの鉄筋を基本間隔 100 mmで配置した．大型ブラケ
ット試験体と同様に，載荷は外ケーブルの緊張により実施することとし，主桁と一体打ちした横桁に
油圧ジャッキを配置した．載荷時に主桁および横桁が破壊しないよう2 mmの PC鋼棒にてプレスト
レスを導入することにより補強した．外ケーブルには引張荷重 2700 kN のタイプを選定し，最大試験




mmとし，実構造物への適用を想定している mmのアンボンド PC鋼棒（外径約 20 mm）をブ
ラケット 1 体に対して 4 本配置した．施工方向はすべて接合面を鉛直とし，プレキャストブラケット
接着時は，平均 0.5 MPaの圧縮応力を PC鋼棒にて与え，その後 CFRP を施工し，3日間の養生後に圧
縮応力を解放した． 





  試験ケースを表 6-7 に示す．ブラケットの構築方法は，プレキャストブラケット接着またはコン
クリート打継とした．試験ケースの記号は，中型プレキャスト試験体を MP（Middle sized Precast 
specimen），中型打継試験体を MC（Middle sized Cast-in-place specimen），大型プレキャスト試験体を
LP（Large sized Precast specimen），および大型打継試験体を LC（Large sized Cast-in-place specimen）と
した．接着剤には縮小モデル試験で使用した接着用エポキシ樹脂タイプ 2 と打継用エポキシ樹脂タイ
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プ 1 を使用した．接着用エポキシ樹脂は，後述する第 7 章の検討によるクリープ抵抗性を考慮して決
定した．すべての試験体で CFRP 補強を適用し，高弾性タイプのストランドシートを 1 層使用した．
中型ブラケット用主桁を 2 本，大型ブラケット用主桁を 2 本製作し，1 ケース当たりの試験体数は 4
とした． 
 せん断キーおよび CFRP 埋込み定着部は，前述のとおりダイアモンドカッタおよびチッピングハン
マにより形成した．せん断キーおよび CFRP 埋込み定着部の深さは，鉄筋かぶりの 35 mmとした．ブ
ラケットのせん断キーは，接合面が曲げモーメントを受けた際の圧縮側に配置し，形状は幅 600 mm，












MP 接着 接着用タイプ2 1000 350 4 中型プレキャスト 
MC 打継 打継用タイプ1 1000 350 4 中型場所打ち 
LP 接着 接着用タイプ2 1500 700 4 大型プレキャスト 
LC 打継 打継用タイプ1 1500 700 4 大型場所打ち 
図 6-15 中型ブラケット試験体 せん断キーおよび CFRP 配置図（単位:mm） 





 中型ブラケットのせん断キー位置および CFRP による補強方法を図 6-15に示す．CFRP 埋込み定着
部はダイアモンドカッタにより形成したが，カッタの刃が円形であるため，埋込み定着部端部におい
ては所定の深さ 35 mmを確保できない．よって，CFRP は定着部端部から 40 mm離れた位置まで配置
することとした．CFRP 埋込み部の幅は 20 mmとし，大型ブラケットも同様な配置とした． 
 中型ブラケットおよび大型ブラケットの載荷試験状況を図 6-16に示す．各ケース試験体は 4 体とし





③ 設計荷重を 3回繰返し載荷し，その後，破壊の兆候が見られるまで載荷（破壊しない） 
④ ③の対となる試験体に設計荷重を 3回繰返し載荷し，その後，破壊まで載荷 
 
(3) 使用材料 
 コンクリートの配合および使用した鉄筋，PC 鋼棒，CFRP，エポキシ樹脂の特性値は，表 6-2，表
6-4，および表 6-5に示した縮小モデル試験と同様である．ここでは，表 6-8に載荷試験日の材料試験
結果を示す． 
図 6-16 試験状況 



















MP 51.3 2.71 7.18 34.1 49.2 2.78 7.44 34.3 
MC 50.0 3.34 7.35 35.6 53.5 3.27 7.83 35.8 
LP 51.3 2.71 7.18 34.1 54.4 2.87 6.95 36.6 
LC 49.9 3.07 7.23 36.3 51.4 3.24 8.50 36.9 
 
表 6-8 コンクリート材料試験結果 
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(4) 測定項目 
 計測器の配置を図 6-17に示す．測定項目はブラケットの浮上り変位 10点，水平ずれ変位 4点，CFRP
ひずみ 2 点，およびコンクリートひずみ 1 点とした．また，ロードセルにより，外ケーブルの荷重お
よびバックアップ構造用 PC鋼棒の荷重を計測した．ここで，ブラケットの浮上り変位は，縮小モデル






 試験結果の一覧を表 6-9 に示す．ここで，最大荷重は，破壊まで載荷した試験体は破壊荷重を，破
壊前に載荷終了した試験体はその時の荷重を示した．曲げ応力は，最大荷重に載荷高さを乗じて算出



























MP-2 1304 2.61 破壊まで単調載荷 
MP-3 1404 2.81  600kN 3 回繰返し後，最大荷重まで載荷 















MC-2 1300 2.60  1250kNまで単調載荷，除荷後，破壊まで載荷 
MC-3 1047 2.09  600kN 3 回繰返し後，最大荷重まで載荷 















LP-2 2001 1.78 最大荷重まで単調載荷 
LP-3 2008 1.78  700kN 3 回繰返し後，最大荷重まで載荷，5分間保持 















LC-2 2004 1.78 最大荷重まで単調載荷 
LC-3 2008 1.78  700kN 3 回繰返し後，最大荷重まで載荷，5分間保持 
LC-4 2001 1.78  700kN 3 回繰返し後，2000kN 3 回繰返し載荷 
*1 MP に対する比率  




体目，4体目は，想定した設計荷重（中型試験体 350 kN，大型試験体 700 kN）の 3回繰返しを予定し
ていたが，中型試験体のケース MP および MC については，破壊荷重が試験前に想定した 1000 kN 程
度より高かったため，繰返し荷重を 600 kN に変更した．また，試験体 MC-2 では破壊の兆候が確認さ
れた 1250 kN まで載荷した後，一度除荷し，その後破壊まで載荷を実施した．大型試験体の LP および
LCはいずれの試験体も 2000 kN で破壊しなかった．そのため，3 体目の試験体は 700 kN を 3 回繰返し
載荷後，2000 kN の荷重を 5 分程度保持し，また，4体目の試験体は，700 kN を 3回繰返し載荷後，2000 
kN を 3 回繰返し載荷し，それらの影響を確認することとした． 
 中型接着ケースの MP に着目すると，破壊した MP-2 の最大荷重が最も小さく，1304 kN であった．
この時の曲げ応力は 2.61 MPa で，縮小モデル試験で得られた試験体 1 体当たりの最大曲げ強度と同等
であった．また，破壊していない試験体を含めた曲げ応力の平均値は 2.86 MPa で，縮小モデル試験の
曲げ強度の最大値より高い．また，表 6-8 に示した主桁の引張強度（2.78 MPa）とコンクリート標準
示方書式 6.3) から求まる曲げ強度 1.64 MPaの 1.7倍程度となっている． 
 一方，中型打継ケースの MC に着目すると，破壊した試験体では MC-4 の 1201 kN が最も小さく，
この時の曲げ応力は 2.42 MPa である．また，破壊していない試験体を含めた曲げ応力の平均値は 2.31 
MPa で，ケース MP の 80% 程度となった．主桁の引張強度（3.27 MPa）とコンクリート標準示方書式







 大型試験体は，プレキャスト接着，コンクリート打継にかかわらず，すべて 2000 kN で破壊しなか
った．また，2000 kN の 5分間荷重保持，および 3回繰返し載荷を実施したが，後述する荷重－変位関
係から破壊の兆候は確認できなかった．よって，大型試験体は，コンクリート強度や施工のばらつき
図 6-18 試験体の破壊状況 
(a) 中型接着（MP-4） (b) 中型打継（MC-4） 
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を考慮しても最低 2000 kN 以上の耐荷力を有していると言える．表 6-8に示した主桁の引張強度（2.87 
MPa）とコンクリート標準示方書式から求まる曲げ強度は 1.51 MPaである．2000 kN 載荷時の曲げ応







を表す係数 k 1bの 2 種類が採用されている．これら 2つの係数を乗じた値は，大型試験体で 0.53，中型


















および図 6-20に示す．なお，600 kN の繰返し載荷を実施した試験体および 1250 kN 載荷後，除荷し再
載荷した MC-2 はそれらの包絡線を示した．600 kN 付近に勾配変化が確認できないことから，繰返し
載荷の影響はほとんどなかったと言える． 
中型接着ケース MP の荷重－変位関係に着目すると，MP-3 で剛性の高い曲線が得られたものの，全
体的な傾向は試験体 4 体とも類似している．荷重 900 kN 付近で剛性の低下が見られ，その後，徐々に
剛性が低下し，変位 0.05 mm付近で変位が急増し始めている．CFRP ひずみも同様に MP-3 を除き，荷
重 900 kN 付近で勾配の低下が見られ，ひずみ 600 付近でひずみが急増している．これらの結果より，







様な曲線となっており，また，載荷荷重 600 kN 付近で勾配の変化が確認できる．600 kN 載荷時の平均
曲線のひずみは MP，MC とも 100 程度である．したがって，600 kN までは MP，MCとも同様な挙
動を示したと言え，600 kNで打継ケース MCの接着破壊が一部生じ始めたと推察される．MP の 900 kN
と比較して接合面の破壊が低い荷重で生じ始めたことにより，破壊荷重が小さくなったと考えられる．




の順に 604，883，717，575で，平均 695であった．そこで，破壊時の CFRP ひずみを 700とし，表
6-4に示した弾性係数 731 GPa を乗じて求まる応力は 512 MPa であり，CFRP の引張強度 3090 MPa（表
6-4）と比較すると，破断に対し十分余裕のある値と言える．また，この時の CFRP に生じる引張力は，
CFRP の設計厚（0.286 mm）と載荷面に配置した CFRP の幅（110 mm ×2 か所）から算出すると 32.2 kN
である．第 5 章の検討結果より，埋込み定着部の剥離破壊角度を 45度として式 (5.1) を適用し，また，
CFRP端部配置の強度低減 15%を考慮して CFRP埋込み定着部の剥離破壊強度を算出すると 29.1 kNと
なり，試験結果の 90 %となる．ここで，式 (5.1) に用いるコンクリートの圧縮強度は表 6-8に示した
図 6-19 荷重－変位および荷重－CFRP ひずみ関係（中型接着ケース MP） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－ひずみ関係 
図 6-20 荷重－変位および荷重－CFRP ひずみ関係（中型打継ケース MC） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－ひずみ関係 
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て，図 6-19および図 6-20に示した MP および MC
の平均曲線を CFRP ひずみ－接合部変位関係に整
理した結果を図 6-21に示す．変位とひずみは比例
関係であり，線形近似した勾配は MP で 11367 
/mm，MCで 12802 /mm，MP と MCの平均で約 12000 /mmで，ほぼ一致した結果が得られた．よ
って，ブラケットの構築方法およびエポキシ樹脂の種類に関わらず，接合部の変位と CFRP のひずみ
には比例関係があると言える．得られた勾配 12000 /mmに前述の CFRP の弾性係数および面積を乗じ
て，CFRP 引張力－接合部変位関係の剛性を算出すると 552 kN/mm となり，ここではこれを試験値と
する． 
図 6-22に CFRP の応力分布と接合部の変位の関係を示す．CFRP 埋込み部の抜出し変位およびブラ
ケット側面に貼り付けた部分のすべり変位の和は，ブラケット接合部の変位と一致すると考えられる．
そこで，第 5章で得られた CFRP 抜出し変位に関する剛性算出式（式 (5.2)）を適用し，また，既往の
研究 6.4)－6.7) を参考にブラケット側面 CFRP 貼付け部の応力は直線分布と仮定すると，式 (6.1) が得ら
れる．ここで，ブラケット側面の CFRP 有効定着長 L2 は，佐藤らの提案式 6.4) により算出する値の 1/2












  (6.1) 
ここで， 
 cf ：CFRP の接合部変位に対する軸剛性（kN/mm） 
Acf ：CFRP の断面積（mm
2） 
Ecf ：CFRP の弾性係数（GPa） 











図 6-22 CFRPの応力分布と接合部の変位 
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L1 ：CFRP の埋込み長（mm） 









  (6.2) 
ここで， 
tcf ：CFRP の厚さ（mm） 
Ecf ：CFRP の弾性係数（MPa） 
 
 中型ブラケットの試験条件では，L1 = 35 mm，L2 = 127 mmで，Kcf = 568 kN/mmとなり，試験値 552 
kN/mm と良く一致した．仮定した CFRP の応力分布に基づく計算値であり，今後，要素試験等による
検証が必要であるものの，後述する FEM 解析では式 (6.1) により，CFRP 定着部をモデル化すること
とする． 
大型接着ケース LP および大型打継ケース LCの荷重－変位および荷重－CFRP ひずみ関係を図 6-23
および図 6-24に示す．なお，700 kN および 2000 kN の繰返し載荷を実施した試験体はそれらの包絡線
を示した．荷重－変位関係では一部繰返し載荷による変位増加が荷重 700 kN で確認できるものの，
CFRP ひずみには全く影響が生じていないことから，繰返し載荷の影響はほとんどなかったと言える． 
図 6-23 荷重－変位および荷重－CFRP ひずみ関係（大型接着ケース LP） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－ひずみ関係 
図 6-24 荷重－変位および荷重－CFRP ひずみ関係（大型打継ケース LC） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－ひずみ関係 
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LPの荷重－変位関係に着目すると，接合面引張縁の変位が減少（ブラケットが主桁に沈み込む方向）








LP の荷重－ひずみ関係に着目すると，載荷荷重 2000 kN までほぼ線形関係を示している．中型接着
ケースの MP では，破壊荷重の 70%程度の 900 kN 載荷時に明確な勾配変化点があったことから推察す







付けた位置は，接合面から高さ 25 mm（接着ケース）および 10 mm（打継ケース）であった．一方，






 中型試験体では接合部および CFRP 埋込み定着部の破壊が生じたが，ブラケット全体では，適用し
たバックアップ構造の機能により，RC 構造として荷重を支持した．図 6-25 に接合部および CFRP 埋
込み定着部破壊直後の状況を示す．ここでは，
この時の荷重支持機構について検証する． 
 バックアップ構造としての PC 鋼棒の荷重と
載荷荷重の関係を図 6-26に，せん断キー付近の
主桁コンクリートひずみ（図 6-17）と載荷荷重









に載荷荷重が 1136 kN まで低下したが，そこで
安定した状態となった．その時の PC 鋼棒の荷
重は 282 kN である．図 6-28に接合面の圧縮縁
を回転中心とした時の破壊後の力のつり合い
を示す．このつり合い条件から計算される PC
鋼棒荷重は 1136×200 / 800 = 284 kN であり，計
測された PC鋼棒荷重と一致する． 
 コンクリートひずみに着目すると，破壊荷重




キーの接触面積（幅 600 mm，深さ 35 mm）か
ら，コンクリートに作用する圧縮力を算出する






















面積（ブラケット幅（実物大試験体 600 mm，縮小モデル試験体 350 mm）×接合面引張領域の長さ）
図 6-26 PC 鋼棒の荷重（MP-2） 
図 6-27 コンクリートひずみ（MP-2） 
図 6-28 破壊後の力のつり合い 
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が，CFRP の面積（設計厚 0.286 mm×幅（実物大試験体 220 mm，縮小モデル試験体 200 mm）と比較
して大きく，接合部の剛性が高いためと考えられる．載荷初期段階の接合面の単位面積当たりの引張
剛性は，エポキシ樹脂の弾性係数（表 6-5）を平均厚で除して求まると考えられる．平均厚を施工時の
塗布量（接着ケース片面 3.0 kg/m2×2 面，打継ケース片面 1.4 kg/m2×1 面）とエポキシ樹脂の比重（表
6-5）より算出すると，接着ケースで約 4.0 mm，打継ケースで約 1.4 mmとなる．エポキシ樹脂の弾性
係数をこの平均厚で除すると，引張剛性は接着ケースで 1120 N/mm3，打継ケースで 2570 N/mm3とな
る．実物大試験体のブラケット幅 600 mm および単位長さ 1 mm 当たりの剛性は，接着ケースで 672 
kN/mm，打継ケースで 1540 kN/mm となる．一方，CFRP の剛性は前述のとおり，実物大中型試験体の















接合部と CFRP の両者で荷重に抵抗するが，荷重の大部分が接合部により分担される段階 
②CFRP荷重分担増加段階 















6.5 非線形 FEM解析による破壊シナリオの検証 
6.5.1 解析概要 
載荷試験の再現性および破壊シナリオを検証することを目的として，実物大試験における中型ブラ
ケットを対象に，2 次元非線形 FEM解析を実施することとした．解析モデルおよび条件を図 6-29，表
6-10に示す．主桁部の寸法および要素厚さは，ブラケットに対し十分高い剛性となるように決定した．
コンクリートの弾性係数は接着ケース MP，打継ケース MCの主桁の結果（表 6-8）を平均した．使用







要素厚さ 600 mm（ブラケット），1800 mm（主桁） 




要素厚さ 300 mm 





軸剛性 56.8 kN/mm（PC鋼棒φ17mm×2本） 
離散ひび割れ 
要素タイプ 2節点インターフェイス要素 
要素厚さ 600 mm 
軸剛性 
接合部モデル：1120 N/mm3（MP），2570 N/mm3（MC） 
CFRPモデル：9000 N/mm3（MP，MC共通） 
せん断剛性 
接合部モデル：415 N/mm3（MP），952 N/mm3（MC） 
CFRPモデル：0 N/mm3（MP，MC共通） 
 
図 6-29 中型ブラケット FEM 解析モデル（単位:mm） 




着ケース MP，打継ケース MC の主桁の引張強度























を 0.35として求めた．CFRP モデルの軸剛性は式 (6.1) により算出し，せん断剛性は CFRP の繊維を配
列しない方向の剛性であることから 0 と仮定した．載荷試験結果を踏まえ，解析上の破壊は，載荷面
に配置した CFRP の応力が主桁コンクリートを剥離破壊させる応力（512 MPa）に達する時点と定義し
た．なお，この時の CFRP モデルの変位は，応力をインターフェイス要素の軸剛性で除することによ
り求まり，0.057 mmである． 
バックアップ PC 鋼棒が破壊までほとんど荷重を負担せずに機能しないことを確認するため，PC 鋼
棒を 2節点トラス要素によりモデル化した．PC鋼棒はブラケット上面と主桁下面の 2つの節点をコン
クリートの節点と共有させ，1つのトラス要素で PC鋼棒全長をモデル化した（図 6-29）．ここで，試
験体と解析モデルで PC鋼棒の長さが異なる（試験体 1600 mm，解析モデル 900 mm）ため，解析モデ




図 6-30 解析に用いた引張軟化曲線 
図 6-31 離散ひび割れモデルの概念図 
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6.5.2 解析結果および考察 
 接着ケース MP の破壊時の変形図を図 6-32に，MP の解析と試験結果の比較を図 6-33に，打継ケー
ス MCの解析と試験結果の比較を図 6-34に，MP と MCの解析結果の比較を図 6-35に示す． 
MP の解析結果は，荷重－変位曲線および荷重－CFRP ひずみ曲線とも，破壊前に載荷終了した MP-1
と良く一致する結果が得られた．解析では荷重が 430 kN の時，接合部引張縁の引張応力が局所的に 3.0 
MPa に達してひび割れが発生し，荷重－変位曲線において勾配の変化が確認できる．その後，引張縁
の接合部モデルは 3.0 MPa の引張応力を保持し，荷重 980 kN の時ひび割れ幅が 0.015 mmを超え，引
張軟化領域に入った．荷重－変位曲線からは，わずかではあるが荷重 1000 kN 付近での勾配変化が確
認できる．その後，接合部モデルのひび割れが進展して行くに連れ，剛性が徐々に低下し，荷重増加
に対する CFRP ひずみの増加割合が大きくなり，荷重 1300 kN 付近からはほぼ一定の剛性となってい
る．荷重 1640 kN の時に CFRP モデルの剥離破壊変位に達した．図 6-32(b)に示した破壊時の変形図で
は，インターフェイス要素の開きが確認でき，引張縁から 4つ目の要素まで（引張縁から 100 mm）の
区間がひび割れ幅 0.015 mmを超え，軟化領域に入っていた．前節の破壊シナリオと比較すると①載荷
初期段階はひび割れ発生荷重の 430 kN 付近まで，②CFRP 荷重分担増加段階は荷重 430～1300 kN，③
CFRP 機能段階は荷重 1300～1600 kN，④最終破壊段階は荷重 1600 kN 以降に該当し，想定したシナリ
オどおりに破壊が進展することが確認された． 
ここで，接着剤と CFRP の荷重分担割合について検証する．ひび割れ発生時（載荷荷重 430 kN）の
接合部モデルおよび CFRP モデルの応力より，それぞれの負担する引張力を算出すると，接合部モデ
ルは 112 kN，CFRP モデルは 3.12 kN であった．ここで，接合部モデルの引張領域は CFRP を配置した
接合面中央よりも引張側のみであった．したがって，引張力の分担割合は，ひび割れ発生までは約 36：
1 であり，そのほとんどが接合部により負担されていることがわかる．同様に，破壊時に負担する引張




り引張縁から 100 mm程度であり，それより接合面中央側に配置した CFRP がほとんど寄与していない
ためである．したがって，ここでの CFRP が分担する引張力は，CFRP のみで負担できる引張力とは異
なることを注記する． 
破壊時の PC鋼棒ひずみに着目すると，ひずみは 50 であり（図 6-33 (b)），この時の PC鋼棒に作
用する引張力は 2.55 kN である．破壊時に接合部モデルおよび CFRP モデルに作用する引張力の合計は
466 kN であり，PC鋼棒に作用する引張力はその 0.5 %であった．したがって，バックアップ構造とし
て配置した PC鋼棒は，ブラケット構造の破壊荷重にほとんど寄与していないことが確認された．なお，




 MCの解析結果に着目すると，荷重－変位関係は，特異な結果である MC-2 を除き試験結果と良く一
致したと言える．また，荷重－CFRP ひずみ関係は，MC-2 を含めてすべての試験結果と同様な傾向が









































図 6-32 破壊時の変形図（中型接着ケース MP） 
(a) 解析モデル全体 (b) 引張縁拡大図 
図 6-35 MP と MCの解析結果の比較 
図 6-33 解析結果と試験結果の比較（中型接着ケース MP） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－CFRP，PC鋼棒ひずみ関係 
図 6-34 解析結果と試験結果の比較（中型打継ケース MC） 
(a) 荷重－変位関係 (b) 荷重－CFRP，PC鋼棒ひずみ関係 




kN 付近からはほぼ一定の剛性となっている．解析上の破壊荷重は 1270 kN であった．前節の破壊シナ
リオと比較すると，①載荷初期段階：荷重 330 kN まで，②CFRP 荷重分担増加段階：330～900 kN，③
CFRP 機能段階：900～1200 kN，④最終破壊段階：1200 kN 以降に該当すると考えられる． 
 なお，解析モデルにおいて，MP と MCの差は，接合部モデルの剛性および引張軟化特性のみであり，
その結果，図 6-35 に示した違いが得られた．初期剛性は接合部モデルの軸剛性に依存しており，MC
は MP の 2.5倍程度である．接合モデルの剛性が高い MCは引張強度に達する荷重が低く，剛性が高い
ほど，解析上は引張縁に応力集中が生じることがわかる．全体的な挙動を比較すると，初期剛性およ
び引張強度に達する荷重の違いによる影響は少ない．その後，接合部モデルの引張軟化のじん性が高






橋軸方向長さを 1500 mm とし，要素寸法は中型ブラケットモデル同様 25 mm×25 mmとした．解析条




壊荷重は，2140 kN，LC の同荷重は 1740 kN であ





係に着目すると，LP，LC とも荷重 500 kN を超え
図 6-37 解析結果と試験結果の比較（荷重－CFRP ひずみ関係） 
(a) 大型接着ケース LP (b) 大型打継ケース LC 







重は最も低い試験体で 2000 kN を少し超える程度と推察され，第 8章の簡易設計手法の検討では，LC
の破壊荷重は 2000 kN と見なすこととする．LP は破壊の兆候を示しておらず，試験結果から破壊荷重
を推察するに至らなかったが，本研究では解析で得られた 2140 kN を破壊荷重と見なすこととする． 
 
6.6 本章の結論 







(1) 接着剤と CFRP 補強を適用することにより，それらの合成効果のあることが明らかとなった．縮小
モデル試験結果から，ブラケット構造に接着剤を適用することにより一体打ちの 80～90%程度の強
























部変位は，CFRP の埋込み定着部からの抜出し変位（第 5章，式 (5.2)）とブラケット側面でのすべ





増加していき，最終的に CFRP の埋込み定着部がコーン状に剥離破壊する．非線形 FEM 解析によ
り，この破壊シナリオどおりにブラケット構造の破壊が進展することが確認された． 












② バックアップ構造としての PC 鋼棒の検討およびせん断力に対する設計は，ブラケット構造破壊時
の力のつり合いを考慮する． 

















6.2) プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 技術の変遷，2003. 









6.8) TNO DIANA: User's Manual Release 9.4.3, 2011. 
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第 7章 外ケーブル定着ブラケット構造の長期耐久性に関する研究 
7.1 本章の目的 























と同様とした（図5-1 (b) 参照）．コンクリートは幅 125mm，






CFRP を埋込み部中央に設置し，温度 20℃，湿度 60%の恒
温恒湿室で 7日間養生した． 
クリープ試験は，接着系あと施工アンカーのクリープ試
験法を定めている ACI 規準 7.1) および AASHTO 規準 7.2) 



































取り付け，変位計により載荷装置との相対変位を 2点計測した（図 7-1，図 7-2）． 
 
(2) 試験ケース 
 試験ケースを表 7-1に示す．前述のとおり，試験温度は 20℃および 40℃とした．第 5 章の検討結果
より，CFRP には実構造への適用の基本とした高弾性タイプのストランドシートを使用した．載荷荷重
は，第 5 章のコーン状の剥離破壊荷重が 6kN 程度であったことを踏まえ，その 1/2 である 3kN を設計
荷重の最大値として設定した．設計荷重の 1.5 倍となる 4.5kN のケースも設け，この際，CFRP の積層
枚数を 3 枚とした．なお，積層枚数を 3 枚とした理由は，試験の当初計画では，載荷荷重を 10 kN 程
度とする計画で，St-CFRP の破断による破壊を防止するためであった．しかし，第 5章の検討により，
コンクリートのひび割れ発生荷重が 6 kN 程度であることが明らかになり，また，後述する 40℃試験で
10kN 載荷時に試験体が引抜き破壊したため，荷重を 4.5 kN に変更した．各ケースの試験体数は 3体と
した．20℃試験では，試験体 3体のうち 1 体は無載荷とし，荷重以外の影響を確認することとした． 
 
(3) 使用材料 
 コンクリートの配合および載荷開始日の材料試験結果を表 7-2，表 7-3に，使用した CFRP の特性を









試験体数 備 考 
E1 20 St-CFRP 1枚 3.0 3 (1体は無載荷) 剥離破壊の 50%，引抜き破壊の 16%の荷重 
E2 20 St-CFRP 3枚 4.5 3 (1体は無載荷) 剥離破壊の 75%，引抜き破壊の 24%の荷重 
E3 40 St-CFRP 1枚 3.0 3 剥離破壊の 50%，引抜き破壊の 16%の荷重 
E4 40 St-CFRP 3枚 4.5 3 剥離破壊の 75%，引抜き破壊の 24%の荷重 
*1 St-CFRP：高弾性ストランドシート 
図 7-2 埋込み定着部クリープ試験状況 






 20℃試験の結果を図 7-3 に示す．ここで，抜出し変位（以下，変位）は変位計 2 基の計測結果を平
均した．載荷時に計測した変位は，H 鋼等の試験装置のなじみにより，第 5章の結果（E1と同条件の
ケース B3の 3kN 載荷時 0.030mm）と比較して 10倍近い数値が得られ，また試験体毎のばらつきも大
きかった（E1-1=0.231mm，E1-2=0.378mm）．よって，載荷による試験装置のなじみがなくなったと考
えられる初期載荷終了直後を 0 とした．初期載荷時の変位は，同様な試験体での静的載荷試験結果を
参照することとした（第 5 章）．また，変位計測結果が 0.002mm 上下しているが，これは変位計の計
測精度と同等なため，計測誤差と考えられる．なお，無載荷の試験体は変位がほとんど生じなかった
ため，結果は荷重を載荷した試験体のみ示した．載荷荷重は，クリープによる若干のロスを考慮して
計画値を上回る荷重を与え，クリープ試験終了時の荷重は E1で 3.1kN，E2で 4.8kN であった． 
 図 7-4 に E1 と E2 の平均値の比較を示す．第 5 章の検討による静的変位を参照すると，St-CFRP 1
層，載荷荷重 3.0kN の時の変位は平均で 0.030 mm（第 5章ケース B3），St-CFRP 3 層，載荷荷重 4.5kN
図 7-3 20℃クリープ試験結果 




































E1－E4 25.7 1.90 25.8 
 

























1.45 129 81 4.46 23 
 
表 7-5 エポキシ樹脂の特性 
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の時の変位は平均で 0.024 mm（第 5 章ケース B4）であった．42日後のクリープ変位は，St-CFRP 1 層，
載荷荷重 3.0 kN の E1で 0.036 mm（静的変位との比率 1.2），St-CFRP 3 層，載荷荷重 4.5 kN の E4で
0.051 mm（同 2.1）である．埋込み定着部のエポキシ樹脂に作用する応力が 1.5 倍になった結果，クリ




こで，ACI 規準を参考に Findleyのべき乗則（式 (7.1)）に基づき，100年後まで外挿した結果を図 7-5
に示す．ここで，時間軸は対数目盛とし，外挿曲線は載荷 22 日以降の試験データを 20 点用いて推定
した 7.1) ． 
 
btat  )(  (7.1) 
ここで， 
(t) ：t 日後の変位（mm） 
a,b ：試験結果の回帰分析により定まる定数 









とが報告されているが，安全側の評価基準として採用したとされている 7.3) ． 
図 7-5に示した 100年後の推定クリープ変位は，E1で 0.088 mm，E2 で 0.108 mmであり，前述の初
期変位を合算した 100 年後の合計変位は，E1で 0.118 mm，E2 で 0.132 mmとなる．第 5章における引
抜き破壊時の変位が 0.300 mm 程度であったことを考慮すると，本研究で想定している設計荷重のレベ
図 7-4 20℃クリープ試験平均値の比較 図 7-5 外挿による長期クリープ変位の予測 
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ルでは，持続荷重に対して十分な抵抗性があると言える．クリープ試験後に実施した静的載荷試験で






 40℃試験の結果を図 7-6 に示す．20℃試験と同様に，初期載荷終了直後の変位を 0 とした．また，
E4 のうち試験体 1体は，当初予定の 10 kN 載荷時に引抜き破壊したため結果を示していない．クリー
プ試験終了時の荷重は E3 で 3.0 kN，E4で 4.7 kN であった． 
 図 7-7に E3と E4の平均値の比較を示す．St-CFRP 1 層で載荷荷重を 3.0kN とした E3の試験終了時
の変位は平均で 0.687 mm，St-CFRP 3 層で載荷荷重を 4.5kN とした E2 の同変位は平均で 0.849 mmで
あった．20℃試験と比較して 15～20倍の大きなクリープ変位が生じたが，クリープ破壊の兆候は見ら




図 7-6 40℃クリープ試験結果 
(a) E3 (載荷荷重 3.0kN) (b) E4 (載荷荷重 4.5kN) 
図 7-7 40℃クリープ試験平均値の比較 図 7-8 外挿による長期クリープ変位の予測 
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ACI規準を参考として 100年後までの変位を外挿により推定した結果を図 7-8に示す．外挿には式 (7.1) 
を適用し，試験結果の回帰分析により定まる定数は，E3 で a = 0.6436，b = 0.0171，E4 で a = 0.7821，b 
= 0.0219 であった．なお，ACI 規準では 40℃試験結果の外挿による推定は，耐用年数のうち，温度の
高い夏期の割合を考慮して 10 年後と定められているが，ここでは 100 年後までの推定変位を示した．
40℃環境下の静的載荷試験を実施しておらず，ACI 規準の引抜き破壊変位による安全性の評価は適用
できないが，100年後の推定変位は E3で 0.771 mm（42 日後の試験結果の 1.12 倍），E4で 0.985 mm
（同 1.16 倍）であり，42日後から 100年後までほとんどクリープ変位が増加していないこと，および
前述のとおり，この推定方法は安全側の結果を示すことが報告されていることから，42 日後にはクリ
ープの大部分が終了していると推察され，クリープ破壊が生じる可能性は低いと考えられる． 
 20℃試験と 40℃試験の平均値の結果一覧を表 7-6に，変位の比較および 100 年後までの外挿結果の
比較を図 7-9，図 7-10に示す．1 年後から 100 年後までの変位変化量を 1 年当たりに換算すると，E1





下 Tg）が挙げられる．使用したエポキシ樹脂の養生条件を変えた時の DSC（Differential Scanning 
Calorimetry）法 7.4) による Tg計測結果を図 7-11および図 7-12に示す．DSC試験前の養生条件は，①
23℃7日間（図 7-11），および②23℃1日+45℃4日（図 7-12）である．①は今回のクリープ試験とほ
ぼ同等の養生条件であり，②は 40℃クリープ試験開始数日後に相当すると考えられる．また，参考ま
でに②の Tg計測で 130℃を超えるまで昇温した後に冷却後，再度 Tgを計測した結果（図 7-12，以下 










1日後 3日後 42日後 1年後*1 100年後*1 
E1 20 3.0 1 0.014 0.021 0.036 0.049 0.088 
E2 20 4.5 3 0.010 0.018 0.051 0.064 0.108 
E3 40 3.0 1 0.639 0.656 0.687 0.712 0.771 
E4 40 4.5 3 0.718 0.782 0.849 0.890 0.985 
*1 外挿による推定値 












































































































図 7-11 Tg 計測結果（①23℃7日間養生後） 
図 7-12 Tg 計測結果（②23℃ 1 日＋45℃ 4日間養生後） 
Tg = 43.1℃ 
Tg = 51.6℃ 
(2nd Run) 
Tg = 52.5℃ 
(1st Run) 
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2nd Run）を示した．2nd Run は，エポキシ樹脂が加熱されることにより硬化が促進されるため，2nd Run
の結果は樹脂の硬化がほぼ完了した時の Tg，すなわちその樹脂の Tgの最大値と考えらえる 7.5) ．本図
の緑線は DSC 曲線を，青線は DDSC 曲線（DSC 曲線の微分，または勾配）を示し，DSC の正の値が
発熱，負の値が吸熱である．本章では，JIS 規格 7.4) に規定される中間点ガラス転移温度を Tg とする．
なお，Tg は同一なエポキシ樹脂でも測定方法により結果が異なることが知られており 7.6) ，絶対的な
値でないことおよびエポキシ樹脂の機械的性質を直接評価していないことに留意する必要がある． 
図 7-11より，クリープ試験と同等な養生条件とした時の Tg は 43.1℃である．したがって，40℃ク
リープ試験開始時は，試験温度はエポキシ樹脂の Tgに近い値であり，エポキシ樹脂の剛性が低下して
いた可能性が高い．そのため，載荷直後の変位が増加したが，その後，時間の経過とともに，荷重が
図 7-13 引張試験結果（①23℃試験） 図 7-14 引張試験結果（②40℃試験） 
図 7-15 引張試験結果（③60℃養生後 40℃試験） 
試験片 







1 39.4 17.8 25.5 5.24 2.42 3.47 
2 40.0 17.9 22.8 5.35 2.45 3.70 
3 40.6 14.6 － 5.33 2.02 － 
4 36.9 17.4 － 4.53 2.54 － 
5 35.5 － － 5.17 － － 
平均 38.5 (1.00)*1 16.9 (0.44) 24.2 (0.63) 5.12 (1.00) 2.36 (0.46) 3.59 (0.70) 
*1 ( )の数値は 23℃試験に対する比率を示す  
表 7-7 引張試験結果一覧 
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載荷された状態でエポキシ樹脂の硬化が進み，Tgが高くなったと考えられ，載荷数日後には試験温度
の影響がほとんどなくなったと推察できる．なお，23℃1日＋45℃4日の 1st Run と 2nd Runから得ら






験片 5 個，以下 23℃試験），②23℃60 日間＋40℃1 日間養生後，40℃で引張試験（試験片 4 個，以下
40℃試験），③23℃60日間＋40℃1日間＋60℃2日間養生後，23℃に降温し，その後 40℃1日間養生後，
40℃で引張試験（試験片 2個，以下 60℃養生後 40℃試験）の 3 ケースで，載荷試験は JIS K 7161 7.7) に
準じて実施した結果である．養生条件に差はあるものの，①は 20℃クリープ試験載荷時，②は 40℃ク
リープ試験載荷時，③は 40℃クリープ載荷数日後に相当すると考えられる． 
 ①23℃試験結果を基準に評価すると，②40℃試験では最大引張応力および引張弾性率が 50% 以下と
著しく低下し，また，最大ひずみが大きくなっており，23℃環境下に置かれたエポキシ樹脂が，40℃
環境下に置かれて 1 日程度では剛性が低下した状態であったことがわかる．これが，40℃クリープ試













試験方法および試験状況を図 7-16および図 7-17に示す．試験体の寸法は，幅 100mm，高さ 150mm，
長さ 360mmとし，長さ方向の 3等分位置に接合部を 2 か所設けた．試験体の中央の鉛直方向に設置し
た鋼管（内径 22.6mm，外径 27.2mm）内に17mm の PC 鋼棒を配置し，鋼製バネにより荷重を保持す
ることとした．ここで，バネ値は載荷時に 25 mm程度の変位が生じるように決定した．載荷は 4点載
荷により実施し，載荷荷重，支点位置および載荷点位置は，接合部下縁に作用する曲げ応力および接
合部に作用する平均せん断応力がともに 0.7 MPa となるよう決定した．ここで，曲げ応力，平均せん
断応力ともに，はり理論により算出した．0.7 MPaはブラケット構造における設計荷重作用時の応力を
想定して決定したものである． 
第 4 章の検討と同様に，試験体にはプレキャストブラケットおよび場所打ちブラケットの 2 つを想












時のエポキシ樹脂の材齢は 7 日とした． 
接合部クリープ試験は，前述の CFRP 埋込み定着部ク
リープ試験と同様に，温度 20℃および 40℃の環境下で


























試験体数 備 考 
J1 20 接着用タイプ 1 20 3 (1体は無載荷) 第 4章 BE1と同じ接着剤 
J2 20 接着用タイプ 2 20 3 (1体は無載荷) 第 4章 BE2と同じ接着剤 
J3 20 打継用タイプ 1 20 3 (1体は無載荷) 第 4章 AE1と同じ接着剤 
J4 20 一体打ち 20 3 (1体は無載荷) 比較試験体 
J5 40 接着用タイプ 1 20 3 第 4章 BE1と同じ接着剤 
J6 40 接着用タイプ 2 20 3 第 4章 BE2と同じ接着剤 










図 7-16 試験方法（単位：mm） 
図 7-17 接合部クリープ試験状況 
表 7-8 試験ケース 
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(2) 試験ケース 
試験ケースを表 7-8に示す．試験温度は 20℃および 40℃とし，接着剤には第 4章の破壊エネルギー
試験で使用した接着用エポキシ樹脂を 2 種類，打継用エポキシ樹脂を 1 種類使用した．ここで，接着
用タイプ 2は，St-CFRP 用のエポキシ樹脂を接着剤として適用したものである．また，20℃試験では，
比較試験体として接合部のない一体打ちケースを設けた．載荷荷重は接合部下縁の曲げ応力および接
合部の平均せん断応力ともに 0.7 MPa となる 20 kN とした．なお，この曲げ応力とせん断応力の比率
は，実構造物，第 6章の縮小モデル載荷試験，および実物大試験体のいずれにおいても同程度である．



































表 7-9 コンクリートの配合 
試験 
ケース 
圧縮強度 (MPa) 引張強度 (MPa) 曲げ強度 (MPa) 弾性係数 (GPa) 
端部 中央 端部 中央 端部 中央 端部 中央 
J1, J2 36.0(62日)*1 2.47(62日) 3.97(62日) 23.6(62日) 
J3 40.2(55日) 36.5(7 日) 2.77(55日) 2.43(7 日) 4.20(55日) 3.10(7日) 23.4(55日) 25.0(7日) 
J4 36.5(7日) 2.43(7日) 3.10(7日) 25.0(7日) 
J5, J6 37.2(14日) 2.60(14日) 3.22(14日) 25.3(14日) 
J7 37.2(14日) 35.3(7 日) 2.60(14日) 2.43 (7日) 3.22(14日) 3.11(7日) 25.3(14日) 23.6(7日) 
*1 ( )の数値はコンクリートの材齢を示す  






























1.40 36 86 2.57 17 
 





開く方向，負の値が接合部の閉じる方向を示しており，パイゲージ 4 基の計測結果を平均した．図 7-18
は，載荷した試験体 2 体の平均値（以下，載荷変位），無載荷 1 体の結果（以下，無載荷変位），お
よび，載荷変位から無載荷変位を差し引いた曲線（以下，クリープ変位）を示している．載荷変位か
ら無載荷変位を差し引くことで，載荷荷重によるクリープ変位が得られると考えられる．クリープ試
験終了時の荷重は，J1で 20.4 kN，J2 で 20.2 kN，J3で 20.2 kN，J4で 19.7 kN であった．また，載荷時
に生じた変位の平均は，J1，J2で 0.002 mm，J3 で 0.004 mm，J4 で 0.003 mmであり，微小な値であっ
た．なお，一体打ち J4のはり理論による変位は 0.002 mm であり，ほぼ理論値どおりの結果と言える． 
 接着用エポキシ樹脂タイプ 1を使用した J1（図 7-18 (a)）に着目すると，載荷変位は時間の経過と
ともに増加している．また，0.005 mm以下と値は小さいものの，無載荷変位も時間の経過とともに増
加している．無載荷変位が生じる要因としては，コンクリートのクリープ，乾燥収縮，自重の作用，
エポキシ樹脂の硬化収縮 7.8) ，吸水 7.9) ，パイゲージの計測誤差等の相互作用が考えられるが，変位そ
のものが小さく明確な要因は判断できない．クリープ変位は載荷 20日後から 42日後まで 0.012 mm程
度で変化しておらず，クリープ挙動が収束していると言える．載荷変位から，要因が明らかとなって
いない無載荷変位を差し引いて評価しているため，誤差が生じている可能性は否定できないが，クリ
ープ変位が 0.012 mmと小さく，また，後述する 40℃試験の 1/10 程度であることから，今回の試験条
件でのクリープ抵抗性は十分に高いと判断できる．接着用エポキシ樹脂タイプ 2を使用した J2（図 7-18 
(a) J1（接着用樹脂タイプ 1） 
図 7-18 20℃クリープ試験結果 
(b) J2（接着用樹脂タイプ 2） 
 (c) J3（打継用樹脂タイプ 1） (d) J4（一体打ち） 
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 打継用エポキシ樹脂タイプ 1を使用した J3（図 7-18 (c)）に着目すると，載荷変位は 7日後から減
少（接合部が閉じる方向）する傾向にある．無載荷変位も同様である．クリープ変位は載荷 10日後か




J1，J2 は，表 7-10 に示したとおり，試験体のコンクリートブロックを試験開始 62 日前に製作し，乾
燥収縮の影響が微小であったのに対し，J3は両端のブロックは 55 日前に製作したが，中央のコンクリ
ートの材齢はエポキシ樹脂と同じ 7 日であった．したがって，中央のコンクリートの乾燥収縮の影響
が大きかったと判断できる．なお，一体打ち J4 は，試験体全長にわたりコンクリート材齢が 7 日であ
り，より大きな無載荷変位が生じていることからも，乾燥収縮が主要因と言える． 
 乾燥収縮に関する考察の妥当性を検証するため，J3，J4 の無載荷変位と，2012 年版コンクリート標
準示方書設計編 7.10) の乾燥収縮ひずみ算出式（式 (7.2)）による計算結果の比較を図 7-19 に示す．ま























































J3 0.013 261 0.013 1.00 




表 7-12 42 日後の計算結果 
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ここで， 
’sh (t, t0) ：部材の収縮ひずみ 
t, t0 ：コンクリートの材齢および乾燥開始時材齢（日） 
RH ：構造物の置かれる環境の平均相対湿度（%） 
d ：有効部材厚（mm） 





破損したため，結果が得られた試験体 1体の結果である．クリープ試験終了時の荷重は，J5で 21.2 kN，
J6で 21.1 kN，J7で 21.3 kN であり，図 7-20には J5の荷重のみ示した．また，載荷時に生じた変位の
平均は，J5で 0.014 mm，J6 で 0.015 mm，J7で 0.003 mmであり，J5，J6は試験温度以外が同条件の J1，
J2と比較して 5倍程度の値となったが，J7は 20℃試験の J3 とほとんど同値であった． 
接着用エポキシ樹脂タイプ 2 を使用した J6，打継用エポキシ樹脂タイプ 1を使用した J7 は時間とと
もに変位が減少していく傾向が見られる．40℃試験では無載荷試験を実施しなかったためその要因は
試験結果から明らかにならないが，40℃試験のコンクリート材齢が 7 日および 14 日（表 7-10）と比較
的若材齢であることから判断すると，コンクリートの乾燥収縮が主要因と考えられる．そこで，式 (7.2) 
を用いて乾燥収縮による変位を推定し，試験結果を補正した結果を図 7-21に示す．ここで，温度の影
響は，コンクリートの有効材齢を補正することにより考慮した 7.10) ．20℃試験における式 (7.2) によ
る計算値と試験値の差は最大 24％で，ここでの乾燥収縮計算値は同程度以上の誤差を含んでいる可能
性があるものの，接着用エポキシ樹脂タイプ 1を使用した J5 は 42日後には，0.10 mmを超える変位が
生じており，試験温度以外は同条件の J1 と比較して 10 倍近い結果となった．クリープが収束する傾
向は見られず，本試験結果からクリープ破壊の可能性を完全には否定できない．一方，接着用エポキ















































































































































図 7-22 J5 に使用した樹脂の Tg計測結果（①23℃7日間養生後） 
図 7-23  J5に使用した樹脂の Tg計測結果（②23℃ 1 日＋45℃ 4日間養生後） 
Tg = 33.2℃ 
Tg = 48.8℃ 
(2nd Run) 

















































































































































図 7-24  J7に使用した樹脂の Tg計測結果（①23℃7日間養生後） 
図 7-25  J7に使用した樹脂の Tg計測結果（②23℃ 1 日＋45℃ 4日間養生後） 
Tg = 56.2℃ 
Tg = 71.8℃ 
(2nd Run) 





J5に使用したエポキシ樹脂の DSC法による Tg計測結果を図 7-22，23に，J7 に使用したエポキシ樹
脂の Tg 計測結果を図 7-24，25に示す．試験条件は図 7-11，12に示した J6 に使用したエポキシ樹脂
の計測と同じ，①23℃7日間養生後の 1st Run，②23℃1 日＋45℃4 日間養生後の 1st Runおよび 2nd Run
である．J5 に使用した樹脂は，クリープ載荷開始時と同等である①の条件の Tg が 33.2℃であり，試験
温度より低いことがわかる．また②の 1st Runでも Tgは 45.6℃で，試験温度とあまり差がない．その
結果，クリープが収束する傾向が 42日では明確とならなかったと考えられる．一方，J7に使用した樹
脂はクリープ載荷開始時と同等である①の条件で Tgが 56.2℃，②の 1st Runで Tgが 74.0℃であり，試







ずれの試験体も，接合部ではなく，せん断力の作用しない試験体中央部が 50～60 kN 程度の荷重で曲
げ破壊した．試験体中央の鋼管による断面欠損を考慮して，はり理論によりこの荷重による断面下縁
の曲げ応力を算出すると，3.01～3.62 MPaで，表 7-10に示した管理供試体による曲げ強度とほぼ一致







 図 7-26に試験状況を，図 7-27に試験体構造図
を示す．試験体の寸法は，第 6章の検討での実物
大試験の大型ブラケットと同様とし，プレキャス
トブラケット接着試験体（第 6 章のケース LP）
を 2 体，場所打ちコンクリート打継試験体（同




表 6-4，および表 6-5に示したものと同様である．表 7-13に載荷日の材料試験結果を示す． 
 測定項目は，図 7-28に示すとおり，ブラケットの浮上り変位 4点および CFRP ひずみ 2点とし，亀
裂変位計およびひずみゲージを用いて計測した．また，外ケーブル荷重およびバックアップ構造用 PC
鋼棒の荷重をロードセルにより計測した．外ケーブルの設計荷重は第 6章の検討同様 700 kN を想定し
図 7-26 暴露試験状況 
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たが，暴露試験体の載荷荷重はコンクリートのクリープ・乾燥収縮による長期的なロスを考慮して 800 
kN とした．載荷は CFRP の施工 7 日後（2013年 9月 5日）に実施し，約 1か月間，雨水のかからない
場所で 30分毎に計測を行い，その後，自然環境に暴露した（図 7-26）．暴露後の計測は約 1ヵ月毎に
実施する計画であり，本章では暴露 2か月半後までの計測結果を示す． 
図 7-28 計測器配置図（単位:mm） 



















LP 51.3 2.71 7.18 34.1 
56.1 3.41 7.71 38.3 
LC 42.8 2.91 6.23 33.7 
 
表 7-13 コンクリート材料試験結果 
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7.4.2 試験結果および考察 
 荷重の経時計測結果を図 7-29 に示す．外ケー
ブル緊張直後の荷重は 780～800 kN であった．ロ
ードセルを第 6 章の載荷試験に使用するため，載
荷 15日後に LP-2の荷重を除去し，その 4日後（載
荷 19 日後）に外ケーブルを再緊張した．その際，
すべての試験体の外ケーブルを再緊張し，再緊張





30 分毎に計測を実施し，暴露後は，暴露直後（載荷 29 日後），暴露 4日後（載荷 33 日後），暴露 33





 図 7-30 に接合面引張縁変位および接合面中央変位を，載荷から暴露開始まで 30 分毎に計測した結
果を示す．ここで，LP-2 の荷重を除荷していた期間（15 日～19日後）の結果は除外した．第 6章の載
荷試験では有意な変位が得られなかったが，暴露試験体では 800 kN 載荷直後の引張縁変位が，LP-1 で
0.006 mm，LP-2 で 0.006 mm（LP 平均 0.006 mm），LC-1 で 0.010 mm，LC-2 で 0.009 mm（LC平均 0.010 
mm）で安定した結果が得られた．載荷試験では，変位計設置用の鋼製アングルの両端を，主桁に設置
したアンカーボルト 2 か所で固定した（図 6-16 (b)）．そのため，載荷時にはアングルに微小な変形
が生じ，変位計測結果に影響を与えた可能性が考えられる．一方，暴露試験では亀裂変位計をブラケ
ットおよび主桁に設置したアンカーボルトに直接取り付けたため，結果が安定した可能性がある． 
荷重と同様に気温の日変化の影響で変位が 0.015 mm 程度変動しており，温度が高いほど，変位の計
測結果が小さくなることが確認された．全体的な傾向として，引張縁変位（図 7-30 (a)）は増加傾向
図 7-29 荷重の経時変化 
暴露直後 暴露 33日後 暴露 76日後 
(a) 接合面引張縁 (b) 接合面中央 
図 7-30 変位の経時変化 
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15 日以降は 0.02 mm程度の変位であり，変位増加が収束している傾向が確認できる．一方，場所打ち
の LCは，暴露直後に変位が 0.01 mm程度増加しているが，全体的には載荷 20日以降は 0.05 mm程度
の変位で推移している．暴露 76 日後（載荷 105日後）の変位は，LP で 0.021 mm，LCで 0.052 mmで












暴露試験を実施した．クリープ試験では，20℃と 40℃の 2 水準を設定し温度依存性に関する検討を実
施した．実物大試験体の暴露試験では，載荷から 3 か月半経過までに得られたデータをもとに，安全
性の検証を行った．これらの検討の結果，得られた主な知見を以下に示す． 
(1) 設計荷重レベルの持続荷重作用下では，CFRP 埋込み定着部のクリープ破壊は，20℃および 40℃の
環境下において，問題とならない可能性が高いことが明らかとなった．20℃試験では，Findleyのべ




(2) CFRP 埋込み定着部のクリープ変位が 40℃試験の初期に大きく，その後の増加割合は小さくなった
理由として，ガラス転移温度 Tgが指標となることが示された．Tgは養生条件により異なることが
明らかとされ，試験温度と Tg が近い場合は，エポキシ樹脂の剛性が低下し，大きなクリープ変位
図 7-31 引張縁変位経時変化（温度補正後） 
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第 8章 外ケーブル定着ブラケット構造の簡易設計手法に関する検討の試み 
8.1 本章の目的 
 第 7 章までの検討により，接着剤および CFRP を適用したブラケット構造の強度および破壊メカニ
ズムが明らかとなり，また，想定している設計荷重レベルでは持続荷重によるクリープ破壊の可能性
は低いことが明らかとなった．提案するブラケット構造の実用化に向けて，設計手法を確立する必要










第 6章で述べた非線形 FEM解析を用いた曲げモーメントに対する設計フローチャートを図 8-1に示
す．まず，外ケーブルの設計荷重を設定し，ブラケット寸法を仮定する．その後，接合部の引張軟化
特性，CFRP 埋込み定着部の剛性（式 (6.1)），および剥離破壊時の CFRP 応力（式 (5.1)）を設定する．
ここで，本研究で使用したエポキシ樹脂を接合面に適用する場合，第 6 章の検討で示した引張軟化特










































今後さらなる知見が得られた時，接合部と CFRP 補強の合成効果を期待することとする． 
 






② 設計荷重を外ケーブル緊張時の 0.7Pu とし，CFRP 強度のみで抵抗する時の照査（安全性 2） 
道路橋示方書による設計荷重作用時の外ケーブルの許容引張力は 0.6Pu であり，一般に外ケーブル緊





考慮すべき安全係数は，コンクリート標準示方書 8.3) を参考とし，材料係数 m，作用係数 f，構造
解析係数 a，部材係数 b，および構造物係数 iとした． 
材料係数 mは，「材料強度の特性値から望ましくない方向への変動，供試体と構造物中との材料特
性の差異，材料特性が限界状態に及ぼす影響，材料特性の経時変化等を考慮して定めるものとする」























いられている値を参考に 1.3 とした．一方，安全性 2の照査は，前述のとおり，接合部のクリープや経




物係数は 1.0 とする．以上に設定した安全係数を表 8-1に示す． 











安全性 1 1.3 1.3 1.0 1.0 1.0 















とを確認する．エポキシ樹脂の養生は，本研究で採用した 0.5 MPa の圧縮応力を 3 日間以上与える方
法によることを原則とする．また，第 7 章でのクリープ特性に関して，エポキシ樹脂のガラス転移温




CFRP に作用する応力に対して照査する．第 6章の検討により，接合部の変位と CFRP ひずみには比例
関係があることが明らかになった．そこで，図 8-2に示す平面保持の仮定（式 (8.1)）を適用した時の
力のつり合い（式 (8.2)）より中立軸算出式（式 (8.3)）を導いた．CFRP 補強のみの強度を算出するた
め，接合部強度は無視している．ここで，本研究での検討範囲を踏まえ，現時点での CFRP 埋込み部
の幅は最大 20 mmとし，埋込み長は 25 mm以上とする．CFRP 埋込み定着部の剥離破壊強度は式 (5.1) 
に埋込み部端部配置による低減係数 0.85（第 5章）を考慮し，式 (8.4)で求めることとした．すなわち，






































nnccf cch /)(1    (8.1) 
 
②力のつり合いより， 
21 cfcf TTC   (8.2) 
ここで， 






















        (8.3) 










c,cf1, cf2 ：コンクリート圧縮縁，CFRP 引張縁，ブラケット中央でのひずみ 
c,cf1, cf2 ：コンクリート圧縮縁，CFRP 引張縁，ブラケット中央での応力（MPa） 
b, bcf, h, cn ：ブラケットの幅，載荷面 CFRP の幅，橋軸方向長さ，中立軸位置（mm） 
Ec, Ecf   ：コンクリート，CFRP の弾性係数（GPa） 
tcf ：CFRP 1 枚当たりの設計厚さ（mm） 
C, Tcf1, Tcf2 ：コンクリートの圧縮合力，載荷面 CFRP の引張合力，側面 CFRP の引張合力（kN） 


















図 8-3 曲げモーメントに対する設計手法のまとめ 
①接合部の設計（安全性 1） 
設計荷重：P = Pu 
設計曲げモーメント：M = 設計荷重×載荷高さ 






設計荷重：P = 0.7 Pu 
設計曲げモーメント：M = 設計荷重×載荷高さ 
応答値：a×f×i×cf1  式(8.1)～式(8.3) 





バックアップ構造は，第 6 章の検討結果を踏まえ，図 8-4 に示すブラケット構造破壊後の力のつり
合いを考慮して設計する．曲げモーメントに対して，接合面圧縮縁を回転中心とした時の回転モーメ
ントのつり合いから PC 鋼棒に作用する荷重を算出し，それを応答値とする．PC 鋼棒の強度は，使用
する PC 鋼棒の引張強度特性値に基づき設定する．ここで，PC 鋼棒には，ブラケット施工時のエポキ











 第 6 章の実物大試験の大型ブラケット試験体，中型ブラケット試験体，および縮小モデル試験体に
対し，簡易設計手法により安全性を照査した結果一覧を表 8-2（接着ケース）および表 8-3（打継ケー
ス）に示す．ここで，主桁コンクリートの圧縮強度は 50 MPa，弾性係数を 33.0 GPa に統一した．ここ
での設計荷重は，試験時に想定した荷重ではなく，最も応答値と強度の差が小さくなる照査から逆算
して求まる許容設計荷重で，その決定要因を太線で囲って示した．また，バックアップ構造は，B種 2
号（降伏点 930 MPa，引張強さ 1180 MPa），直径 17 mmの PC鋼棒を 4本（圧縮側 2本，引張側 2本）
とした． 
 接着ケースの結果に着目すると，大型ブラケットおよび中型ブラケットの許容設計荷重は，曲げモ 














図 8-5 簡易設計手法のフローチャート 
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表 8-2 簡易設計手法による使用性，安全性の照査（接着ケース） 
 単位 
大型ブラケット 中型ブラケット 縮小モデル 
安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 
ブラケット 
設計条件 
橋軸方向長さ mm 1500 1000 600 
直角方向高さ mm 600 600 350 
載荷高 mm 200 200 200 
コンクリート 
設計条件 
圧縮強度 MPa 50 50 50 
弾性係数 GPa 33 33 33 
CFRP 
設計条件 
設計厚 mm 0.286 0.286 0.286 
弾性係数 GPa 640 640 640 
埋込み深さ mm 35 35 25 
PC 鋼棒 
設計条件 
有効高 mm 1200 800 400 
本数 本 4 4 4 




応答値 MPa 0.87 － 0.98 － 0.71 － 
強度 MPa 0.87 － 0.98 － 1.15 － 




応答値 MPa － 318 － 330 － 247 
強度 MPa － 351 － 351 － 251 
応答値/強度 － － 0.91 － 0.94 － 0.98 
せん断力 
に対する照査 
応答値 MPa 47 － 23 － 17 － 
強度 MPa 59 － 59 － 59 － 
応答値/強度 － 0.80 － 0.39 － 0.29 － 
バックアップ 
構造の照査 
応答値 kN 82 － 61 － 19 － 
施工要求 kN － 113 － 75 － 26 
強度 kN 125 162 125 162 125 162 
応答値/強度 － 0.66 0.70 0.49 0.46 0.15 0.26 
 
表 8-3 簡易設計手法による使用性，安全性の照査（打継ケース） 
 単位 
大型ブラケット 中型ブラケット 縮小モデル 
安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 
ブラケット 
設計条件 
橋軸方向長さ mm 1500 1000 600 
直角方向高さ mm 600 600 350 
載荷高 mm 200 200 200 
コンクリート 
設計条件 
圧縮強度 MPa 50 50 50 
弾性係数 GPa 33 33 33 
CFRP 
設計条件 
設計厚 mm 0.286 0.286 0.286 
弾性係数 GPa 640 640 640 
埋込み深さ mm 35 35 25 
PC 鋼棒 
設計条件 
有効高 mm 1200 800 400 
本数 本 4 4 4 




応答値 MPa 0.77 － 0.87 － 0.71 － 
強度 MPa 0.77 － 0.87 － 1.02 － 




応答値 MPa － 282 － 292 － 247 
強度 MPa － 351 － 351 － 251 
応答値/強度 － － 0.80 － 0.83 － 0.98 
せん断力 
に対する照査 
応答値 MPa 41 － 21 － 17 － 
強度 MPa 59 － 59 － 59 － 
応答値/強度 － 0.69 － 0.36 － 0.29 － 
バックアップ 
構造の照査 
応答値 kN 73 － 54 － 19 － 
施工要求 kN － 113 － 75 － 26 
強度 kN 125 162 125 162 125 162 
応答値/強度 － 0.58 0.70 0.43 0.46 0.15 0.26 
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ーメントに対する接合部の安全性 1 に関する照査により定まった．この安全性 1 の許容設計荷重を外
ケーブルの引張荷重 Puと見なし，8.3節で定義したとおり 0.7 Pu を安全性 2 の設計荷重とした．その
結果，安全性 2 の照査は，強度に対する応答値の比率が 0.90以上となり，同比率が 1.00である安全性
1 の照査と同程度の安全率であると言える．また，安全性 2の設計荷重 0.7 Pu は，載荷試験時に想定し
た使用時の外ケーブルの設計荷重（大型ブラケット 700 kN，中型ブラケット 350 kN）とほぼ一致する
荷重となった． 
一方，縮小モデル試験体の許容設計荷重は，曲げモーメントに対する CFRP 埋込み定着部の安全性 2
に関する照査により定まり，縮小モデル試験で想定した同荷重（150 kN）の 70%となった．CFRP の埋
込み長が 25 mmであるため，埋込み長が 35 mmの大型ブラケット，中型ブラケットと異なる結果にな
ったと考えられる．安全性 2 の許容設計荷重を 0.7 Pu と見なし，安全性 1 の設計荷重 Pu を求めると










表 8-4 簡易設計手法による許容設計荷重と載荷試験結果の比較（接着ケース） 
 単位 
大型ブラケット 中型ブラケット 縮小モデル 
安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 


































平均値 － 2.2以上 3.1以上 2.9 4.1 3.3 4.7 
最小値 － 2.0以上 2.9以上 2.7 3.7 2.5 3.6 
最大値 － 2.0以上 2.9以上 3.3以上 4.6以上 3.7 5.3 
 
表 8-5 簡易設計手法による許容設計荷重と載荷試験結果の比較（打継ケース） 
 単位 
大型ブラケット 中型ブラケット 縮小モデル 
安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 安全性 1 安全性 2 


































平均値 4.3 2.3以上 3.3以上 2.6 3.7 3.0 4.3 
最小値 3.8 2.3以上 3.3以上 2.4以上 3.4以上 2.7 3.8 
最大値 4.8 2.3以上 3.3以上 3.0 4.2 3.4 4.8 
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簡易設計手法により決定された許容設計荷重と第 6 章の載荷試験結果の比較を表 8-4（接着ケース）
および表 8-5（打継ケース）に示す．ここで，大型ブラケットは載荷試験ですべて破壊しなかったため，
















































































8.2) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 III コンクリート橋編，2012. 









































































































































































接着工法のそれと同様に CFRP の剛性が高いほど，長くなる可能性が示唆された．埋込み長が 25mm
の場合，有効付着長が確保されておらず CFRP 下端ですべりが生じたと推察された． 
 








(1) 接着剤と CFRP 補強を適用することにより，それらの合成効果のあることが明らかとなった．縮小
モデル試験結果から，ブラケット構造に接着剤を適用することにより一体打ちの 80～90%程度の強
























部変位は，CFRP の埋込み定着部からの抜出し変位（第 5章，式 (5.2)）とブラケット側面でのすべ





増加していき，最終的に CFRP の埋込み定着部がコーン状に剥離破壊する．非線形 FEM 解析によ
り，この破壊シナリオどおりにブラケット構造の破壊が進展することが確認された． 





 第 7 章「外ケーブル定着ブラケット構造の長期耐久性に関する研究」では，外ケーブルによる持続
荷重が作用した時のブラケット構造の安全性を検証することを目的として，CFRP 埋込み定着部および
接着剤を適用した接合部のクリープ試験，および実物大試験体の暴露試験を実施した．クリープ試験
では，20℃と 40℃の 2 水準を設定し温度依存性に関する検討を実施した．実物大試験体の暴露試験で
は，載荷から 3 か月半経過までに得られたデータをもとに，安全性の検証を行った．これらの検討の
結果，得られた主な知見を以下に示す． 
(1) 設計荷重レベルの持続荷重作用下では，CFRP 埋込み定着部のクリープ破壊は，20℃および 40℃の
環境下において，問題とならない可能性が高いことが明らかとなった．20℃試験では，Findleyのべ





































































































 コンクリート構造物の中で PC 橋に着目すると，その使用性，安全性は，PC 鋼材の機能によるとこ
ろが大きい．PC 橋は一般的な RC 橋と比較して，高強度，低水セメント比のコンクリートが使用され
ており，劣化因子は浸透しにくく耐久性が特に高いとされていた．また，仮にコンクリートの劣化や
鉄筋腐食が生じても，PC鋼材が健全である限り目立った耐荷力の低下は生じない事例が多い．しかし，
塩害により PC 鋼材が腐食する事例が報告されており，また，PC 鋼材を保護するグラウトの充填不良
に起因する PC鋼材の腐食も確認されており，これらの要因により最終的には PC 鋼材が破断に至った
事例も報告されている．PC 鋼材には常時，引張強度の 60%程度の高い引張力が作用しており，特に
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